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保健事業実施要領新旧対照表（案）等の送付について

　時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、老人保健法に基づく基本健康診査の取扱いの変更につきましては、平成18年2月2

4日付（地皿220）の文書をもって、また老人保健事業及び介護予防事業に関するQ＆A（そ

の3）につきましては、平成18年3月15日付（地皿243）の文書をもってお送りいたしま

した。

　今般、厚生労働省では、平成18年4月1日から施行予定の老人保健事業の一部改正に関す

る事項、及び新たに創設される地域支援事業に関する事項等、下記の事項について、現時点の

案として別添のとおり各都道府県等あてに事務連絡を行いました。

　本会に対しましても、厚生労働省老健局老人保健課長より、本件について、周知、協力方依

頼がありました。貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、貴会管下郡市区医師会等

に対し、周知、協力方、よろしくご高配のほどお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．記

・保健事業実施要領新旧対照表（案）

・老人保健法による健康診査について新旧対照表（案）

・地域リハビリテーション推進のための指針（案）

・介護予防市町村支援事業実施要綱（案）

・介護予防事業報告（仮称）について

・継続的評価分析支援事業の概要（案）

・老人保健法に基づく基本健康診査の一部を原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成

　6年法律第117号）第7条に規定する健康診断と同時に実施する場合の費用負担等の取扱

いについて

・平成18年度保健事業費等国庫負担（補助）金の交付基準単価（案）について

・保健事業費等負担金の交付基準単価に関するQ＆A

・基本チェックリストの考え方（案）



謹啓　時下ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。

　老人保健事業の推進につきましては、日頃より御協力いただき感謝申し上げます。

　さて、この度、平成18年4月1日から施行予定の老人保健事業の一部改正に関する

事項、同年4月1日から新たに創設される地域支援事業に関する事項等について、別添

のとおり都道府県、指定都市及び中核市あて現時点の案をお示ししたところです。

　つきましては、別添通知について、貴会傘下地区医師会等に御周知いただくとともに、

御協力下さいますよう、よろしくお願い申し上げます。

　なお、正式な通知につきましては、平成18年度予算が成立後、速やかにお示しする

こととしておりますので、念のため申し添えます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　謹白

平成18年3月24日

厚生労働省老健局老人保健課長

　　　　　　　三　浦　公　嗣

社団法人日本医師会

　常任理事　土　屋 隆　殿



事　　務　　連　　絡

平成18年3月13日

各篤一事一予防事業担当課’御中

厚生労働省老健局老人保健課

保健事業実施要領新旧対照表（案）等について

　老人保健事業及び介護保険行政の推進につきましては、日頃よりご協力いただき感謝

申し上げます。
　今般、下記の事項について、別添のとおり現時点の案をお示ししますので、貴管内の

市町村や関係機関等に対し、周知方お願いいたします。

記

・保健事業実施要領新旧対照表（案）

・老人保健法による健康診査について新旧対照表（案）

・地域リハビリテーション推進のための指針（案）

・介護予防市町村支援事業実施要綱（案）

・介護予防事業報告（仮称）について

・継続的評価分析支援事業の概要（案）
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○　保健事業実施要領新旧対照表（案）
傍線の部分は改正部分

改　正　後

別添
保健事業実施要領

第1　共通的事項

　1　市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、老人保健法（昭和57年法律第80号）に

　　よる医療等以外の保健事業（以下単に「保健事業」という。）の実施に当たっては、

　　r医療等以外の保健事業の実施の基準」（昭和57年11月厚生省告示第185号）及びこ

　　の実施要領を基に、市町村の人口規模、年齢構球、地理的状況、住民の健康及び疾

　　病の状況、！保健事業の実施に必要な要員」施設の状況し財政事情等に配慮し、地域

　　住民の多様な需要匡きめ細かく’対応した魅力ある保健事業φ実施を図るべく・具体

　　的な実施方法、事業量等に関し地域の実情に即した実施計画を作成し、計画的に事

　　業を推進するものとする．この際には、老人保健法及び老人福祉法（明和38年法律

　　第133号）．による市町村老人保健福祉計画並びに介護保険法（平成9年法律第123号）

　　による市町村介護保険事業計画及び介護予防事業の円滑な実施　図るための指針

　　　（平成18年厚生労働省告示第OO号）との整合を十分図らなければならない。

2　市町村は、保健事業の実施の計画の作成、その他保健事業の企画及び運営に関し、

保健所、．．福祉事務所その他の関係行政機関、、医師会、歯科医師会、，薬剤師会その他

　の保健医療関係団体1社会福祉協議会その他の福祉関係団体、ボランティアを含む

　住民の代表等からなる協議会において、これらの者の意見を聴き、その協力を得る

　とともに、．～保健所保健事業連絡協議会、都道府県高齢者サービス総合調整推進会議

　等の機会をも利用し、保健事業相互間、保健事業と医療及び福祉サービス並びに地

　域と職域の保健サービスの有機的な連携及び調整を積極的に図るものとする。

3　市町村な，、広報誌、パンフレット、ポスター、’有線放送その他を活用し、・保健事

　業の意義、対象となる者の範囲、各事業の内容、実施期日、実施方法その他必要な

　事項について、1地域の住民に周知徹底させるよう努め、また、地域住民やボランテ

　ィア活動等地域社会の協力も得て、1’住民が積極的に保健事業に参加しうる体制づく

　りに努めるとともに、特に都市及びその周辺部においては、対象者の移動状況、住

　民の健康意識、医療機関の利用実態等に係る都市部特有の事情に留意するものとす

　る。　　・　　　　　　－　　　．　　　’　　　　　　　　　　　　　　　、一一

4市町村は、保健事業の実施に当たっては泊ら適宜・適切な言平価を行い鐙の評

価に基づき、・、事業のより」層の充実・強化を図るものとする。

現 行

別添

第1　共通的事項

保健事業実施要領

1　市町村一（特別区を含む』以下同じ。）は、老人保健法（昭和57年法律第80号）に

　よる医療等以外の保健事業（以下単に「保健事業」という。）の実施に当たっては，

　「医療等以外の保健事業の実施の基準」（昭和57年11月厚生省告示第185号）及びこ

の実施要領を基に、市町村の人口規模、年齢構成、地理的状況、住民の健康及び疾

病の状況、・保健事業の実施に必要な要員、施設の状況、財政事情等に配慮し、地域

住民の多様な需要にきめ細かく対応した魅力ある保健事業の実施を図るべく、具体

　的な実施方法し事業量等に関し地域の実情に即した実施計画を作成し、計画的に事

　業を推進するものとする。この際‘ヒは、・老人保健法及び老人福祉法く昭和38年法律

　第133号）による市町村老人保健福祉計画型介護保険法、（平成9年法律第123号）に

　よる市町村介護保険事業計画との整合を十分図らなければならない。

2　市町村は、保健事業の実施の計画の作成、その他保健事業の企画及び運営に関し、

　保健所、福祉事務所その他の関係行政機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会その他

　の保健医療関係団体、社会福祉協議会その他の福祉関係団体・ボランティアを含む

住民の代表等からなる協言義会において、これらの者の意見を聴き、その協力を得る

　とともに、保健所保健事業連絡協議会、都道府県高齢者サービス総合調整推進会議

　等の機会をも利用し、保健事業相互間、保健事業と医療及び福祉サービス並びに地

　域と職域の保健サービスの有機的な連携及び調整を積極的に図るものとする。

3　市町村』は、広報誌、六ンフレット、ポスター、有線放送その他を活用し、保健事

　業の意義、対象となる者の範囲、各事業の内容、実施期日、実施方法その他必要な

　事項について、地域の住民に周知徹底させるよう努め、．また、地域住民やボランテ

　≧ア活動等地域社会の協力も得て、一住民が積極的に保健事業に参加しうる体制づく

’りに努めるとともに、特に都市及びその周辺部においては、対象者の移動状況、住

　民の健康意識、医療機関の利用実態等に係る都市部特有の事情に留意するものとす

　る。

4市町村は』保健事業の実施に当たっては、．自ら適宜、適切な言平価を行い・その評

　価に基づき、事業のより一層の充実・強化を図るものとする。
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5　都道府県保健所は、保健所保健事業連絡協議会の活用を図り、市町村が地域特性

等を踏まえて保健事業を円滑かつ効果的に実施できるよう、．必要な助言、技術的支

　援、連絡調整及び健康指標その他の保健医療情報の収集及び提供を行い、必要に応

　じ保健事業についての評価を行うことが望ましい。

6　都道府県は、・保健・医療・，福祉の連携を図るとともに、老人保健事業と医療保険

制度の保険者による保健事業との効果的な連携を図るために、地域・職域保健連絡

協議会を活性化していくことが望ましい。　　　、、

7　地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）に定める市及び特別区は、1から4ま

　でに掲げる市町村の役割と5に掲げる都道府県の役割を併せ持つことから、地域の

実情に応じて、その役割分担を工夫することが望ましい。

第2　健康手帳の交付

1　目的
　　健康手帳は健康診査の記録、その他老後における健康の保持のために必要な事項

　を記載し、自らの健康管理と適切な医療の確保に資することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者で次に掲げるものとする。

　（1）老人保健法に基づく医療を受けるこどができる者全員。

〔21（1）に定める者のほか、次に掲げる者のうち、希望するもの又は市町村が必要と

認めるもの。

ア　健康教育｛健康相談、健康診査、機能訓練又は訪問指導を受けた者

エ　介護保険法における要介護者及び要支援者（以下不要介護者等」という。）

皇　介護保険法第115条の3B第1項第1号に定める事業（以下「介護予防事

　業」というのの参加者、

　　康手帳の医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページの様式」（昭

　　和57年11月厚生省告示第192号）に定める様式とする。

　　例とする。

（3）生活習慣行動等の把握に係るページについては、健康度評価事業の一環として、

　　別添2の様式1及び様式2のとおり生活習慣病の予防及び介護を要する状態等の

　（1）医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページについては、「健

3　様式及び内容

　〔2）健康診査の記録に係るページについては、別添1の様式1～3を標準的な様式

予防に関する健康度評価に係る質問票を設けることとする。

5　都道府県保健所は、保健所保健事業連絡協議会の活用を図り、市町村が地域特性

　等を踏まえて保健事業を円滑かつ効果的に実施できるよう、必要な助言、技術的支
　援、連絡調整及び健康指標その他の保健医療情報の収集及び提供を行い、必要に応

　じ保健事業についての評価を行うことが望ましい。

6　都道府県は、保健・医療・福祉の連携を図・るとともに、老人保健事業と医療保険

制度の保険者によ，る保健事業との効果的な連携を図るために、地域・職域保健連絡

協議会を活性化していくことが望ましい。

7　地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）に定める市及び特別区は、1から4ま

でに掲げる市町村の役割と5に掲げる都道府県の役割を併せ持つことから、地域の

実情に応じて、・その役割分担を工夫することが望ましい。

第2　健康手帳の交付

1　目的
　健康手帳は健康診査の記録、その他老後における健康の保持のために必要な事項

　を記載し、’自らの健康管理と適切な医療の確保に資することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者で次に掲げるものとする。

　q）老人保健法に基づく医療を受げることができ、る．者全員。

　（2）（1〕に定める者のほか、健康教育、健康相談、健康診査、機能訓練又は訪問指導

を受けた者並びに介護保険法における要介護者及び要支援者（以下「要介護者等

」という。）のうち、希望する者又は市町村が必要と認める者。

　　康手帳の医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページの様式」（昭

　　和57年11月厚生省告示第192号）に定める様式とする。

　　例とする。

　（31生活習慣行動等の把握に係るページについては、各市町村において自らの創意

　　工夫を生かして作成する（手帳本体とは別に作成することも考えられる。）。その

　｛1）医療の受給資格を証するページ及び医療の記録に係るページについては、「健

3　様式及び内容

　（2）健康診査の記録に係るページについでは、別添1の様式1～3を標準的な様式

際には、健康度評価事業の一環として活用するため、生活習慣病の予防及び介護

を要する状態等の予防に関する健康度評価に係る質問票を設けることが望ましい

。それぞれについて、別添2の様式1に日本総合健診医学会作成（一部改変）の

一2一



（41健康教育、健康相談、機能訓練及び訪問指導の記録に係鰹一ジ・生活費慣病

　の予防及び老後における健康の保持と適切な受療のための知識に係るぺrジ等を

　設ける場合にあっては、各種の保健情報が記載しやすく、また、分かりやすいも

　　のとなるよう各市町村において自らの創意工夫を生かして作成する。

（51老人保健法に基づく健康手帳であることが明らかとなるよう留意する6

　　　　　　　，

4　交付の方法
　　健康手帳の交付は、市町村における健康診査等の実施方法その髄域の諸事情に

応じ、次の事項を考慮した適切な方法によるものとする。＿．
　（1）交付の対象となる者にとっての便宜が図られた方法であること。

　（2｝交付の事務を的確に処理できる方法であること。

5　記載方法等、
　0）医療の記録に係るペヤジの各欄は、保険医療機関、保険薬局、特定承翼保険医

　　療機関若しくは指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者（訪問看護事業、

　　訪問リハビリテーション事業、居宅療養管理指導事業、通所リハビリz一ション

　　事業若しくは短期入所療養介護事業を行う者に限る’。以下同じ。）、介護老人保

　　健施設若しくは介護療養型医療施設において記載する。
　（2）・医療の記録を補足するページの各欄は、保険医療機関、保険薬局、特定承認保

　　険医療機関若しくは指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者、指定居宅

　　介護支援事業者、介護老人保健施設若しくは介護療養型医療施設において記載す

　　るロ　　　　　　　　　　ヘ
（31〔1）』〔2）以外の心ジの各欄1ま、原則として交付を受けた者又はその家族が記載

　　し、必要に応じて保健事業の担当者等が記載する。
　㈲　健康手帳の記載方法及び活用方法については、交付の際その他適切な機会をと

　　らえ必要な指導を行う。・’

6　その1也
　11）健康診査の記録その他の記録に係るページ（医療の記録を補足するページを含

　　む。）に記載すべき余白がなくなった健康手帳については、交付を受けた者かb

　　の申出に基づき、健康手帳の再交付を行う。
　（2）健康手帳を破損し、汚し、又は、紛失したときは、交付を受けた者からの申出

　　に基づきこ健康手帳の再交付を行う。

第3　健康教育

　1　目的
　　　健康教育は、生活習慣病の予防及び介護を要する状態となることの予防その他健

「生活習慣病問診票」を、別添2の様式2に東京都老人総合研究所作成の「老研

　式活動能’力指標　　例示するので、作成の際の参考とされたい。
（4）健康教育、・健康相談、・一機能訓練及び訪問指導の記録に係るページ、生活習慣病

　の予防及び老後における健康の保持と適切な受療gための知識に係るページ等を
　設ける場合にあっては、』各種の保健情報が記載しゃすく、また、分かりやすいも

　のとなるよう各市町村において自らの創意工夫を生かして作成する。

（5）老人保健法に基づぐ健康手帳であることが明らかとなるよう留意する。

4　交付の方法
　　健康手帳の交付は、ホ時村における健康診査等の実施方法その他地域の諸事情に

　応じ、次の事項を考慮した適切な方法によるものとする。

　m　交付の対象とな，る者にとっての便宜が図られた方法であること。

　〔2）交付の事義を的確に処理できる方法であること・

5　記載方法等’
〔1）医療の記録蘇るページの各ヰ閾は、保険医療機関、保険薬局・特定承言書保険医

　　療機関著しくは指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者（訪問看護事業、

　　訪問リハビリテーシゴン事業、居宅療養管理指導事業、通所リハビリz一ション
　　事業若しくは短期入所療養介護事業を行う者に限る。以下同じ。）、介護老人保健

　　施設若しくは介護療養型医療施設において記載する。
　（2）医痘の記録を補足するページの各欄は、保険医療機関、保険薬局、特定承認保

　　険医疾機関若し層ぐば指定訪問看護事業者又は指定居宅サービス事業者・指蜜居宅

　　介護支援事業者、催老木保健施設若しくは介護療養型医療施設において記載す

　　るロ
｛3）〔1）、（21以外のぺr動各欄は、原則として交付を受けた者又はその家族が記載

　　し、し必要に応じて保健事業の担当者等が記載する。
　（4〕健康手帳の記載方法及び活用方法については、交付の際その他適切な機会をと

　　らえ必要な指導を行う。

6　その1也
11H蘇診査の記録その他の記蚕剥こ係るページ（医療の記録を補足するページ撃

　　む。）に記載すべき余白がなくなった健康手帳については、交付を受けた者かb

　　の申出に基づき、．健康手帳の再交付を行う。
12）健康手帳を破損し、汚し、又は、紛失したときは、交付を受けた者からの申出

　に基づき、健康手帳の再交付を行う。．

第3健康教育

　1　目的
　　　健麟育は、生活習慣病の予防及び介護を要する斗犬態となることの予防その他健
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康に関する事項について、正しい知識の普及を図るとともに、適切な指導や支援を

行うことにより、「自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、壮年期か

らの健康の保持・増進に資することを目的とする。

2　健康教育の種類
　　健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　q）個別健康教育
　（2｝集団健康教育

3　個別健康教育
　11）　目的

　　　疾病の特性や個人の生活習慣等を具体的に把握しながら、継続的に健康教育を

　　行うことにより、生活習慣行動の改善を支援し、生活習慣病の予防に資すること

　　を目的とする6

　（2）個別健康教育の種類　　　　　．　　　、．

　　　個別健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　　ア　高血圧個別健康教育

　　イ　高脂血症個別健康教育

　　ウ　糖尿病個別健康教育

　　工　喫煙者個別健康教育

　（3）対象者

　　　市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者であって、次に掲げる

　ものとする。

　ア。高血圧個別健康教育．

　　（ア）基本健康診査の血圧測定において「要指導」と判定された者。

　　（イ）　「要医療」と判定された者のうち、受診の結果、一医師が必要と判断したも

　　　の。

　イ　高脂血症個別健康教育
　　（ア）基本健康診査の血液化学検査において「要指導」と判定された者。

　　｛イ）　「要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の（いずれも、血清総コレステロールが高値である者を対象とする。）。．1，

　ウ　糖尿病個別健康教育

　　（ア1基本健康診査の糖尿病に関する検査において「要指導」と判定された者。

　　｛イ1　「要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の。

　工　喫煙者個別健康教育

　　　喫煙者（喫煙本数がおおむね．1日平均20本以上の者で、禁煙の実行を希望
　　　　　　　も　　しているものを対象とする。）。

（4）実施内容

　ア　高血圧、高脂血症及び糖尿病個別健康教育

康に関す蚤事項について、．正しい知識の普及を図るとともに、適切な指導や支援を

行うことにより、「自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、壮年期か

らの健康の保持・増進に資することを目的とする。

2　健康教育の種類
　健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　（11個別健康教育

　12）集団健康教育

　（3）介護家族健康教育

3　個別健康教育

（n　目的

　　疾病の特性や個人の生活習慣等を具体的に把握しながら、継続的に健康教育を

　　行うことにより、生活習慣行動の改善を支援し、生活習慣病の予防に資すること

　　を昂的ξする。，

　｛21個別鰹康教育の種類・

　　　個別健康教育の種類については、次に掲げるものとする。

　　ア　高血圧個別健康教育

　　イ，高脂血痒個別健康教育一

　　ウ　糖尿病個別健康教育

　　工　喫煙者個別健康教育

　13｝対象者

　ア．高血圧個別健康教育’
　　（ア｝、．基本健康診査の血圧測定において「要指導」と判定された者・

　　1イ〕　「要医療」と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の。

　イ　高脂血症個別健康教育
　　（ア1基本健康診査の血液化学検査においてr要指導」と判定された者。

　　1イ）　「要医療」．と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　！の（いずれも、血清総コレステロールが高値である者を対象とする。）。

　．ウ、糖尿病個別健康教育

　　（ア）基本健康診査の糖尿病に関する検査において「要指導」と判定された者。

　　（イ｝、「要医療！と判定された者のうち、受診の結果、医師が必要と判断したも

　　　の。

　工　喫煙者個別健康教育
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヤ　　．喫煙者、（喫煙本数がおおむね1日平均20本以上の者で、禁煙の実行を希望

　　しているものを対象とする。）。

（4）実施内容

　ア　高血圧、高脂血症及び糖尿病個別健康教育
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　　期間は6か月間を原則とし、以下の手順に沿って実施することを標準とする。

　1ア）食生活運動調査
　　　質問票やフードモデル等を用いて、．対象者の食生活、運動習慣その他の生

　　活習慣の状況について、個人面接によq聴取する。

　（イ｝検査
　　　食生活運動調査の実施後、4回程度実施する。
　　　検査項目は、高血圧個別健康教育においては典圧測定及び尿橦査≦尿中ナ
　　　トリウム、．、カリウム及びクレアチニン）とし、高脂血症個別健康教育におい

　　ては血液化学検査1血清総コレステロール、H　D　L一コレステロール及び中・

　　性脂肪）とし、．糖尿病個別健康教育においては血糖検査及びヘモグロビンA

　　　l　c検査とする。．

　1ウ）面接による保健指導
　　　　（ア）及び（イ）の結果を踏まえて、前回面接時に設定した生活習慣改善目標の達

　　　成度の確認、．健康教育教材等を用いた説明、対象者の特性や実施意欲を踏ま

　　　えた生活習慣改善目標の設定等について、個人面接により実施する。

　　　　面接は、．各回の検査の後速やかに行うとともに・必要に応じて回数を追加

　　　する。1向の面接時間匡おおむね20分を標準とする。．

イ　喫煙者個月il健康教育
　　　期間は」か月間を原則とし、以†の手順に沿って実施することをキ票準とする・

　　（ア〕初回指導
　　　　質問票を用いて、対象者の喫煙状況等を把握するとともに、検査（呼気中

　　　一酸化炭素濃度及び尿中ニコチン濃度の測定）を実施する。これらの結果を

　　　踏まえ、健康教育教材等を用いた説明や禁煙実施に関する指導について、個

　　　人面撞により，実施す喬。一面接時間はおおむね20分を標準とする。

　　（イ）禁煙の実行に関する指導
　　　　初回指導の後、一．禁煙の準備や実行等に関して必要な指導を実施する。

　　　　指導は、禁煙開始の前後及び禁煙開始後おおむね1．か月ごとに雲施するも

　　　のとし、個人面接又は電話若しくはこれに準ずる方法にぷ．り行う。取終の指

　　　導を面接により実施する場合には、初回指導時と同様の検査を実施すること

　　　が望ましい。

〔5）実施方法

　ア　実施場所
　　　市町村保健センター、医療機関、健康増進センター等において実施する。

　イ　実施担当者
　　　食生活運動調査及び各種指導については、医師、保健師、管理栄養士等が実

　　施する（個別健康教育の実施を担当するにふさわしい経験を有する者が実施す

　　ることが望ましい。）。

　ウー事業の委託
　　（ア）市町村は、実施体制等から判断して適当と認められる実施機関（以下「受

　　　託実施機関」という。）に個別健康教育の実施を委託することができる。

　　（イ1受託実施機関は、個別健康教育の質の向上を図るよう努める。

　．期間は6か月間を原則とし、以下の手順に沿って実施することを標準とする。

1ア｝，食生活運動調査

　　、、，質問票やラードモデル等を用いて、対象者の食生活・運動習慣その他の生

　汚習慣の状況について、個人面接により聴取する。

（イレ検査

　　食生活運動調査の実施後、、今回程度実施する。
　　検査項目は、高血圧個別健康教育においては血圧測定友び尿検査（尿中ナ

　　トリウム、カリウム及びクレアチニン）とし、高脂血症個別健康教育におい

　　ては血液化学検査（血清総コレステロール、H　D　L一コレステロール及び中

　　性脂肪）．．とし、糖尿病個別健康教育においては血糖検査及びヘモグロビンA

　　1．c検査とす，る。

　㈲　面接にホる保健指導
　　』（ア）及び（イ｝の結果を踏まえて、前回面接時に設定した生活習慣改善目標の達

　「成度の確認、・健康教育教材等を用いた説明・対象者の特性や実施意欲を踏ま

　　えた生活習慣改善目標の設定等について、個人面接により実施する。

　　　面接は、各回の検査の俊速やかに行うとともに・必要に応じて回数を追加

　　する61回の面撞時間はおおむね20分を標準とする。

　　喫煙者個別健康教育』．
　　期間ぽ3か月間を原則とし、以粉手順に沿って実施することを標準とする・
イ

　　｛ア｝f初回指導

　　　質問棄を用いて、対象者の喫煙状況等を把握するとともに、検査（呼気中

　　一酸化炭素濃度及び尿中ニコチン濃度の測定）を実施する。これらの結果を

　　・踏まえ、健康教育教材等を用いた説明や禁煙実施に関する指導について、個

　　’人面接により実施する。面接時間はおおむね20分を標準とする。

　　（イ｝禁煙の実行に関する指導
　　　　初向指導の後、，禁煙の準備や実行等に関して必要な指導を実施する。

　　　　指導は、禁煙開始の前蜜及び禁煙開始後おおむね1か月ごとに実施するも
　　　のとし、個人面接又は電言諾しくはこれIF準ずも方法により行う・最終の指

　　　導を面接によ、り実施する場合にけ、初回指導時と同様の検査を実施すること

　　，が望ましい。．

（5）．実施方法

ア　実施場所
　　・．市町村保健セン外、医療機関・健康増進センター等において実施する・

　イ　．実施担当者，

　　　食生活運動調査及び各種指導については、医師、保健師・管理栄養士等が実

　　施する（個別健康教育の実施を担当するにふさわしい経験を有する者が実施す

　　ることが望ましい。）。

　ウ・・r事業の委託
　．〔ア｝市町村は、実施体制等から判断して適当と言忍められる実施機関（以下「受

　　　託実施機関」．という。）に個別健康教育の実施を委託することができる。

　　碕　受託実施機関は、個別健康教育の質の向上を図るよう努める。
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㈲　記録の整備及び評価
　　個別健康教育の実施担当者は、対象者ごとの記録票に、氏名、年齢、．基本健康

　診査の結果，個別健康教育の指導状況（日時、指導内容、設定目標の要点等）・

　検査結果の推移等を記録する。
　　・市町村は、受託実施機関の協力も得て、実施人数、被指導者の年齢、指導内容、

　結果㊨推移等について分析し、質の向上に資するよう努め．る。

　　市町村のこ1うした取組について、都道府県は、保健所の機能等も活用し～必要

　に応じて技術的な助言・支援を行う。

σ）実施に当たっての留意事項．、

　　指導に当たっては、対象者の特性及び実施意欲に十分配慮し、画一的な指導と

　ならないようにする。

　　実施に当たっては、医療機関の十分な協力体制を得るとともに、必要な場合に

　は、速やか1；医療機関への受診を指導する。．
　　個別健康教育を宰施した者1こ対しては、一集団健康教育ζ一訪問指導その他の保健

　事業の活用や、自主グループの育成・宰援など、地域の実情ド応じて勃果的と思

　われる方法により、適切な指導が継続して行われるよう配摩する。

　　また、都道府県は、全ての市町村が個別健康教育を導入するこ’とができるよう、

　事業の普及のための担当者の配置や講習会の開催等の所要g）揖置を講じ、個別健

　康教育の計画的な普及を図ることが望ましい。

4　集団健康教育
　（n　目的

　　　生活習慣病g予防、1介護を要する状態になることの予防その他健康に関する事

　　項について・正しい知識砲普及を図、る；とにタり・「自らの健康は自らが守る」

　　という認識と自覚を高め＿壮年期からの健康の保持増進1こ資することを目的とす

　　る。　　　．　∫一く　，　t甲・一　一　　　　　　　　　・一　・一　　・　　　軋

　（2｝集団健康教育の種類　　，、．　　　　　　　　　　．　　．，　　　　、　，．

　　　集団健康教育の種類は次のとおりとする。

ア　歯周疾患健康教育

イ　骨粗鬆症，（転倒予防）健康教育

ウ　病態別健康教育

工　薬健康教育

オ　一般健康教育

　なお、市町村において、地域の実情その他保健事業の実施状況等を勘案レ、上
　記に掲げるもののうちから重点課題を選定して実施することができる。

③　対象者』

　　当該市町村の区域内に居住坤を有する40歳から64歳までの者を対象とする。た

　だし、健康教育の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等

　を対象とすることができる。

㈲　実施方法

　　個別健康教育の実施担当者は・対象者ごとの記録票に・氏名・年齢・基本健康
　診査の結果ぐ・個別健康教育の指導状況く日時、指導内容、・設定目標の要点等）、

　検査結果の推移等を記録する。

　　市町村はr受託実施機関の協力も得て、実施人数、被指導者の年齢、指導内容、

　結i果の推移等について分析し・質¢向上に資するよう努める。
　　市町村の；、うぞした取組』二ついて、都道府県は、保健所の機能等も活用し・必要

　に応，じて技術的な助言・支援を行う。

　　実施に当たっての留意事項
　　指導に当たっては、対象者の特性及び実施意欲に十分配慮し、画一的な指導と

　ならないようにする。

　　実施に当たっては、医療機関の十分な協力体制を得るとともに、必要な場合に

　は、速やかに医療機関全の畳診を指導する。．

　　個別健康教育を実陣した者IF対しては・集団健康教育・訪問指導その他の保健

　事業の活用や、、自主グルrプの育成f支援など‘地域の実情に応じて効果的と思

　われる方法により≧・適切な指導が継続し・て行われるよう配慮する。1

　　また、』都道府県は、．保健事業第4次計画の5年間に引き続き、全ての市町村が

（6）記録の整備及び評価

（
7
1

個別健康教育を導入することができうよう、事業の普及のための担当者の配置や

講習睾の開催等φ所要の措置を講じ、個別健康教育の計画的な普及を図ることが

望ましいδ．

　　生活習慣病の予砺、介護を要する状態になることの予防その他健康に関する事

　　項について、正しい知識の普及，を図ることにより、「自らの健康は自らが守る」

　　という認識と直覚を高め、壮年期からの健康の保持増進に資すること・を目的とす

　　る。

　〔2｝集団鯉庫教育の種類、

　　　集団偉康教育の種類は次のとおりとする。

｛1）目的

4　集団健康教育

ア　歯周疾患健康教育

イ　骨粗鬆症ぜ一（転倒予防）’健康教育

ウ　病態別健康教育一』．，

工　薬健康教育』．

オ　一般健康教育

　なお、市町村において、地域の実情その他保健事業の実施状況等を勘案し、

　上記に掲げうもののうちから重点課題を選定して実施することができる・

　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする。ただし、

　健康教育の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等を対象

　とする，ことができる。

〔41実施方法

（3）対象者、．，
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　　健康教育の内容に関して、知識経験を有する医師、歯科医師、薬剤師、保健師、

　管理栄養士、歯科衛生士等を講師として、市町村保健センター、健康増進センタ

　一、老人福祉センター、公民館等において実施する。
　　実施に当たっては、他の保健事業との同時実施、特別の教材の使用等方法を工

　失してご保健学級、健康教室、講演会、－学習会等を開催するとともに、必要に応

　じ有線放送等を活用する。

15）実施内容
　　集団健康教育はおおむね次に掲げる内容について行う。

　ア．，歯周疾患健康教育　　　　　　　　　　　　．．、　。　『．　　r耀，一㌧
　　　歯科疾患の予防及呑治療、日常生活における歯口清掃、．義歯の機能及びその

　　管理等の正しい理解について
　イ　骨粗鬆症（転倒予防）健康教育
　　骨粗鬆症及び転倒予防に関する正しい知識、生活上の留意点について

　ウ　病態別健康教育
　　　肥満、高血圧、心臓病等と個人の生活苦慣との関係及び健康的な生活習慣の

　　形成について
　工　薬健康教育
　　　薬の保管、適正な服用方法等に関する一般的な留意事項、薬の作用・副作用

　　の発現に関する一般的な知識について

　オ　一般健康教育
　　　生活習慣病の予防のための日常生活上の心得・、健康増進の方法・食生直の蕉

　　り方その他健康に関して必要な事項について

〔6｝評価
　　市町村は、保健学級、講演会等に参加した者に対してアンケート調査等を行い、

　実施方法や内容が適切なものであったかどうかを検討し、その後の改善に努める。

（7）教材の利用
　ア　保健学級、講演会等を実施するに当たっては、スライド、ビデオ、映画等

　の視聴覚教材やパンフレット等を十分に活用し、その効果を上げるよう工夫する。

　イ　都道府県、保健所は、教材の効率的利用の観点から、映画、スライド等の集

　　中管理及び相互利用の調整等を行い、市町村への便宜を図る。

（8）実施に当たっての留意事項
　ア　実施に当たっては、それぞれの市町村の実情に応じ、独自に実施方法の工夫

　　を行い、実効をあげるよう努める。
　イ　集団健康教育は単なる知識の伝達ではなく、自らの健康管理に対する主体的

　　な実践を促すよう、特に配慮する。また、個別健康教育や生活習慣行動の改善

　　指導等と適切に組み合わせることにより、具体的な生活習慣の改善がもたらさ

　　れるよう、総合的な取組に配意するとともに、同じ病態を共有する者に対する

　　集団的な指導を通じて、共通の目的に向けて対象者が主体的に取組ができるよ

　　う工夫を行う。
　ウ．病態別健康載育、・骨粗鬆症（転倒予防）健康薮育等を行う場合にあっては・

　　地域の医師会等関係団体の協力を得て、講師の確保等に配慮する。

　　健康教育の内容に関して、知識経験を有する医師、歯科医師、薬剤師、保健師、

　管理栄養‡、歯科衛生士等を講師として、市町村保健センター、健康増進センタ

　一、老’人福祉セ，ンター、公民館等において実施する。

　　実施匠当だ5ては、他の保健事業との同時実施、特別の教材の使用等方法を工

　夫’㌧てド『保健学級、健康教室、講演会、学習会等を開催するとともに、必要に応

　じ有線旅送等を活用する。

15）実施内容
　．集団健康教育はおおむね次に掲げる内容について行う。

』ア』．歯周疾患健康教育

　　，齢疾駒予防及飴療、、日常生活における歯・清掃・義歯の機能及びその

　　管理等の正しい理解について
　イ　骨粗鬆症（転倒予防）健康教育
　　　骨粗鬆症疎び転倒予防に関する正しい知識・生活上の留意点について

　ウ　病態別健康教育
　　　．肥満、高血圧、心臓病等と個人の生活習慣との関係及び健康的な生活習慣の

　’形成について

　工薬健康教育
　　　薬の保管、適正な服用方法等に関する一般的な留意事項、薬の作用・副作用

　　の発現に関する一般的な知識について

　オ　一般健康教育
　　　生活習慣病の予防のための日常生活上の心得、健康増進の方法、食生活の在

　　り方その他健康に関し，て必要な事項について

16）評価
　　市町村は、保健学級、講演会等に参加した者に対してアンケート調査等を行い、

　実施方法や内容が適切なものであったかどうかを検討し、その後の改善に努める。

σレ教材φ利用
　ア　保健学級、講演会等を実施するに当たっては、スライド、ビデオ、映画等の

　　視聴覚教材やパンフレット等を十分に活用し、その効果を上げるよう工夫する。

　イ　都道府県、保健所は、教材の効率的利用の観点から、映画、スライド等の集

　　中管連及び相可利用の調整等を行い・市町村への便宜を図る・

（8｝実施に当たっての留意事項・＝，

　ア　実施ほ当たっては、それぞれの市町村の実情に応じ・独自に実施方法の工夫

　　を行い、実効をあげるよう努める。

　イ　．集団健康教育ぽ単なる知識の伝達ではなく、自らの健康管理に対する主体的

　　的な実践を促すよう、特に配慮する。また、個別健康教育や生活習慣行動の改

　　善指導等と適切に組み合わせることにより、具体的な生活習慣の改善がもたら

　　されるよう、総合的な取組に配意するとともに、同じ病態を共有する者に対す

　　る集団的な指導攀じて、共通の目的に向けて対象者が主体的1こ取組ができる

　　よう工夫を行うみ
　ウ　病態別健康教育妊骨粗鬆症（転倒予防）健康教育等を行う場合にあっては、

　　地域の医師会等関係団体の協力を得て、講師の確保等に配慮する。
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工　歯周疾患健康教育を行う場合にあっては、地域の歯科医師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。
オ　薬健康教育を行う場合にあっては、地域の医師会、薬剤師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。

5　周知徹底
　　健康教育の趣旨及び内容等について積極的に広報を行い・対象者の参加の促進等

　を図る。

第4　健康相談

1　目的
　健康相談は、心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な指導及び助言を行い、

家庭における健康管理に資することを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者を対象とする。ただ

　し、健康相談の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等を対

象とすることが．できる。

3　健康相談の種類．

　　健康相談の種類については、次に掲げるものとする。

　（n　重点健康相談

（2）総合健康相談

工　歯周疾患健康教育を行う場合にあっては、地域の歯科医師会等関係団体の協

　力を得て、講師ψ確保等に配慮する。

オ　薬健康教育を行う場合にあっては、地域の医師会、薬剤師会等関係団体の協

　力を得て、講師の確保等に配慮する。

5　介護家族健康教育
（11目的、

介護を行う者の健康に関する正しい知識の普及を図ることにより、介護者の健

康の保持・増進を図ることを目的とする。
（
2
） 対象者一　．
当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者のうち、家族等の介護を

　担う者を主な対象とする側
（3〕実施内容

介護を行う者に発生しやすい健康上の問題に関する一般的な知識や留意事項等

についての内容とする。

141その他
介護家族健康教育の実施方法、評価、教材の利用、実施にあたっての留意事項

等は、集団健康教育と同様とする。

6　周知徹底
　健康教育の趣旨及び内容等について積極的に広報を行い、対象者の参加の促進等

　を図る。

第4　健康相談

1　目的
　健康相談は、心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な指導及び助言を行い、

家庭における健康管理に資することを目的とする。

2　対象者．、

　　当該市町村の区域．内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする。ただし・健康

相談の内容や対象者の状況によっては、対象者に代わってその家族等を対象とする

　ことができる。

3　健康相談の種類

　　健康相談の種類については、次に掲げるものとする。

　（1）重点健康相談

　（2）介護家族健康相談

③，総合健康相談
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4　重点健康相談

　0）重点課題
　　　重点燵．康相談の課題嫉次のとおり．とする。

　ア．高血圧健康相談

　イ　高脂卑症健康相談

　ウ　糖尿病健康相談．

　工　歯周．疾患健康相談

　オ　骨粗鬆i庫．嘩康相談

　力、病．態別健康相談

（2）重貞課題の選定、
　　市断村ほ、地域の実情、．重点健康相談の実施体制の状況等を勘案し・毎年・（1）

　に掲げるものφうちから重患謬題客選皐㌧て実施する。

（3）実施方法．』　　　一　　、3二二
　　禰禰、，離した重隷鉢関し、織繊締する医師調恥辱鰍腿
師、・管理擦士、歯科衛生甥御顎ζレ1て・・．健康に蹴砺導及勘言奄行
　う。また、泌要に応咳血圧測寧越、横尿等を零摩する可　　』ラy』い　　，、i』ま

　　実施に当たっては、市町村保健センタ’一、健康増進センター・老人福祉センタ

　一、公民館等に気軽にかつ幅広く相談できる健康相談室等の窓口を設置する。

　　なお、健康相談室等の運営に当たっては、医師及び歯科医師と密接な連携を図

　る。甲．∫：．

（4）実施内容

　　重点健康相談は次に掲げる内容により行う。
　ア．高血圧について、個人，の食生活その他の生活習慣を勘案して行う相談指導等

イ・高脂血症につい七・」臥9食牛1青そ触甦1調膳馨して行う1ヰ目灘導

　　等・一一“：・1『一．一，一一』〕…』：
　ウ、漉尿病あ進各院ヰ尽び．糖尿病歩引き程こず動脈確化等の合併症の防ヰ筆個人

　　に適レた正し覧、》健康管理本榛ド関す・る相談指導等　渇　・レ』・　　，、　　』一

士・・腔歯肉、』歯牙嚇鵜にρ咋命観轍確れ1≒融く撒鱒並びに
　　歯垢及び歯石の除去、ブラ西ジグ等につし・てぞテ遡諌指導等、か1
　　、．なお、・個人（b歯6う健康状態に応じて」歯槽膿漏・歯肉炎等歯周疾患の予防及

　　び管理を図る。
　才　骨粗鬆症について、個人の食生活、運動その他の生活習慣を勘案して行う相

　　談指導等
　力，1・肥満、心臓病等の病態別に、仙人d）食生活そφ他の生活習慣を勘案し七行う

　　相談指導等（アからオに掲げるものを除く。）

旦　総合健康相談・

　（1｝重点．課題

　　・重点｛建康相談の課題は次のとおりとする。

　　ア　高r典圧鮨康相談．二

　’イ　高態典症健康相談

　　ウ糖尿病壁床担談
　　工　歯周疾患｛建康相談

　　オ骨粗輩痺健康相談
　　力，、病態別鯉康担談

　12）、重点課題の選定
　　　市断村ぼ、岬地域の実情、重点健康相談の実施体制の状況等を勘案し、毎年・（1）

　　1；掲げ喬．もの硯ラ．ち奄う重点課鞘巻選定）て実梅する。，　　　　　1

　｛3）．i実施方法　　　　　．1，　　一　　　　；．＝＿　．｝

　　顛趣、選匙煙鰐題に関じ・、騨繍締する医師・歯科医師し1呆健
　　師、一、管理栄養士、・歯科衛隼士等を担当者ζレて・．健康に，関する指導及び助言を行

　　う。，また、・必要に応▽血圧測定、．、検尿等1を実施する。

　　　稟施に当たっ七ば、’市町村保健セジタ」・健康増進センター・老人福祉センタ

　　一、’公民館等に気軽にかつ幅広く相談できる健康相談室等の窓口を設置する。

　　　なお、健康相談室等の運営に当たっては、医師及び歯科医師と密接な連携を図

　　尋・，』．

　14）実施内容

　　　重点健康相談は次に掲げる内容により行う。
　　ア，高血圧について、個人の食生活その1也の生活習慣を勘案して行う相談手旨導等

　　イ．．高脂雌に？吋，1同人の食牛駈り他⑦生活習慣を勘案し衝湘言攣指導

　　　等
　　ーウ，蘇病の進行防戯凝尿勅礎起こす動脈硬化等の合併症の防止等倒木

　　　に適した正し．い健康管理方法に関する相談指導等
　　．土．・腔歯蒔歯痴薦等に？“d皇づ観察及びそれに基づぐ相講導並びに

　　　歯垢友び歯布の除去ニブラツシング等について行う相諌指導等　1

　　　　なお、．個人の歯φ嘩庫状態に応じて・歯槽膿漏・歯肉炎等歯周疾患の予防及

　　　び管理を図る。
　　オ　骨粗鬆症について、個人の食生活、運動その他の生活習慣を勘案して行う相

　　　　談指導等
　　力　肥満、心臓病等の病感別に、個人φ食生活その他の生活習慣を勘案して行う

　　　　相談指導等（アからオに掲げるものを除く。）

4　重点健康相談

5　介護家族健康相談
介護家族健康相談ぼ、』．家族等の介護を行う者の心身の健康に関する指導及び助言

“を行うことを主な内容とし、重点健康相談と同様の方法により琴施する。

6　一総合健康相談
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　総合健康相談は、対象者の心身の健康に関する一般的事項について、総合的な指

導・助言を行うことを主な内容とし、重点健康相談と同様の方法により実施する。

6　相談内容等の記録及び保存
　　事後の指導助言に役立てるために、相談の内容及び指導、助言の内容等を記録し

　て保存する。

7　評価
　　健康相談を受けた者の人数、年齢、相談内容等を分析し、実施方法等の改善に努

　める。

8　実施に当たっての留意事項
一　健康相談牽実施するに当たっては、健康教育』，健康診葦等他の保健事業や、保健

　所等で実施声燕ている精神保健福祉相誰等の事業ξ連準牽保ちながら寒陣する。

　　また、地域の医師会艮び輝科医師含等9鰯力皆得∫・かかりつけ医の指導を受け

　る等の連携のもとに健全な生漬習煩の定着を図も釦、声．うに・専門不タツフ9確保に
　努め、地域の栄養士会、食生活政善推進員協議会等栄養関係自体、社会福祉協議会、

　老人クラ．ブ等老人福祉関係団体等各方面の関係者の棚方を得て・相談内容9》多様化

　等に対応でぎるよう配慮する。

第5　健康診査

1　総論

〔1）目的　　　　　　　　　．　　　　　・．4
　　　健康診査は浄心腺病、脳卒中等の生準習慣病の茅防及び介護を要する状態等の

　型互リニr環として・これちの疾患等の畢いの昂る煮峯嫉亀障因子奪うつ煮牽スク

　リ一二ングすうとともに・診査の締果・必要な者に対して“単養や運動等に関す

　る保健指導や健康管理に関する正しい知識の普友を行うごと二医療機関への豊

　又は介護予防事業等への参加を勧奨することによって、壮年期からの健康につい

　ての認識と自覚の高揚を図ることを目的とすう。1，．

（2）健康診査の種類

　　健康診査の樫類は、次の診査及び当該診査に基づく指導とする。

　ア　基本健康診査

　イ　歯周疾患検診

　ウ　骨粗鬆症検診

　工　健康度評価・

（3）診査の結果1こ基づき菖必要な指導を行う。特に、医療機関での受診が必要な者

　又は生活習慣の改善が必要な者に対しては、個別に指導する。

（4）対象者

　　次に掲げるものとする。

　総合健康相談は、対象者の心身の健康に関する一般的事項について、総合的な指

導・助言を行うことを主な内容とし、重点健康相談と同様の方法により実施する。

エ　相談申容等Φ記録及び保存
　　事後∂）指導恥言に役立てるために・相談の内容及び指導・助言の内容等を記録し

　て保存する。

8　評価
　健康相談を受けた者の人数、年齢、相談内容等を分析し、実施方法等の改善に努

　める。

9　実施に当たっての留意事項
　健康相談を実施するに当たっては、健康教育、健康診査等他の保健事業や、保健

甲所等セ実施されでいる精神保健福祉相談等の事業と連携を保ちながら実施する。

　　また，地域の医師余塵び歯科医師会等¢協力を得て、かかりつけ医の指導を受け

　る等φ連携のもとに健全な生活習慣の定着．を図るρさらに・専門スタッフの確保に

　努め、地域φ栄養士会、食生活改善推進員協議会等栄養関係団体、社会福祉協議会、

　老人クラブ等老人福祉関係団体等各方面の関係者の協力を得て、相談内容の多様化

等に対応できるよう配慮する。

第5　健康診査

1　総論．

（11目的

　　健康診査は、心臓病、脳卒中等生活習慣病を予防する対策の一環として、これ

　　らの疾患の疑いのある者又ば危険因子をもう者をネクリ7ニングするどともに、
　診査鷹巣1必要な者ば対して1栄養や運動等に蘭する保健指導や健康管理に関
　す為聾しい知識め普及を行うこと、墨医療機関への受診を指導することによっ

　て、’壮年期からの健康についての認識ξ自覚の高揚を図ることを目的とする・

　　　お　　
（2｝健康診葦㊨弾頭

　　健康該奪g種類は、次の診査及び当該診査に基づく指導とする。

　ア　基本鯉康診査．

　イ　歯周疾患検診

　ウ　骨顎髯症樟診．

　工　健康摩誤植・・

〔3｝診査の結果1遜づき、必要な指導を行う。特に、医療機関での受診が必要な者

　又け隼活習慣の改善が必要な者に対しては・個別に指導する。

（4）対象者三！
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ア　基本健康診査については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の

者を対象とする。ただし、問診のうち生活機能に関する項目、理学的検査のう

ち口腔内の視診、．関節の触診及び反復唾液嚥下テストギ並びに血清アルブミ≧

検査については、，65歳以上の者を対象とする。

イ　歯周疾患検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、50歳、

　60歳及び70歳の者を対象とする。
ウ　骨粗鬆症検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、

　50歳、55歳、60歳、・65歳及び70歳の女性を対象とする。

エ』健康度評価については、当該市町村の区域内に居住地ii…有する40歳以上の者

を対象とする。ただし、5の（2）のイに掲げる「介護を要する状態等の予防に関

する健康度評価」については、40歳から64歳までの者を対象とする。

　　健康診査は原則として同一人について年1回行う』

　ア　目標受診率の設定
　　　市町村は、現在の受診率等地域の特性を踏まえ、それぞれ独自の目標受診率

　　を設定し、目標受診率の達成に向けて受診率を向上するよう努める。

　イ　実施計画の策定
　　（ア）健康診査の実施方法、実施時期、実施場所等の実施計画を作成するに当た

　　　っては、地域の医師会、歯科医師会等の理解と協力を得るとともに、保健所、

　　　医療機関、橦診団体等関係機関と十分に調整を図る。

　　（イ）健康診査の実施方法、実施時期、実施場所については、地域の実情を十分

　　　考慮し、受診しやすい方法、時期、場所を選定する。また、生活機能の低下
　　　を早期かつ的確に把握できるようにするため、年間を通じて受診至きる体制

15）実施回数

㈲　実施についての基本的事項

　　の整備をする。

　㈲　健康診査は、実施体制、精度管理の状況等から判断して適当と認められる

　　実施機関に委託することができる。

ウ　実施方法の創意工夫
　　実施計画の作成に当たっては、一定年齢の者全員に対して通知を行い健康診

　査を実施するいわゆる「計画健診」の実施及び利用券（受診券）を提示して医

　療機関において健康診査を受診するいわゆる「利用券方式」による健康診査の

　実施等の配慮を行う。

工　周知徹底
　　健康診査の実施に当たっては、広報や個別の通知等により、その意義や実施

　の日時、場所、方法簿をあらかじめ十分に地域住民に対し周知徹底する。

オ　精度管理及び評価
　　健康診査の実施に当たっては、健康度評価の結果を事後指導に活用すること、

　検診データを時系列的に把握することなどに努める。また、検査方法、受診率、

　受診者の年齢分布、初回受診者の割合、判定結果及び指導区分ごとの割合、事

　後指導の実施状況等を検討し、健康診査の精度の向上及び維持を図る。

　　なお、必要に応じて健康診査の実施を委託した機関（以下「受託実施機関」
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　する40歳以上の者を対象とする。

ア 基本健康診査及び健康度評価については、当該市町村の区域内に居住地を有

イ、歯周疾患検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、50歳、

　60歳及び70誰の者を対象とする。

ウ　骨粗鬆症検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、

　50歳、’、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性を対象とする。

（5）実施回数

　　健康診査は原則として同一人について年1回行う。

（6）実施にづいての基本的事項

　ア　目標受診率の設定．
　　　布町村は、現在の受診率等地域の特性を踏まえ、それぞれ独自の目標受診率

　　を設定し、目標受診率の達成に向けて受診率を向上するよう努める。

　イ　実施計画の策定
　　〔ア）健康診査の実施方法、実施時期、実施場所等の実施計画を作成するに当た

　　　たっては、地域の軍師会ξ歯科医師会等の理解と協力を得るとともに、保健

　　　所、・医療機関、検診団体等関係機関と十分に調整を図る。

　　（イ｝健康診査の実施方法、実施時期、実施場所については、地域の実情を＋分

　　　考慮し、受診しやすい方法、時期、場所を選定する。

　1ウレ嘩康診査は、宰施体制、精度鶯理の状況等から判断して適当と認められる

　　る実施機関に委託することができる。

ウ　実施方法の創意工夫
　　実施計画の作成に当たっては、一定年齢の者全員に対して通知を行い健康診

　葦を実施するいわゆる「計画健診」の実施及び利用券（受診券）を提示して医

　療機関において健康診査を受診するいわゆる「利用券方式」による健康診査の

　実施等の配慮を行う。

工　周知徹底
　　健康診査あ実施に当たっては、広報や個別の通知等により、その意義や実施

　の日時、場所、方法等をあらかじめ十分に地域住民に対し周知徹底する。

オ　精度管理及び評価’

　　健康診査の実施に当たっては、健康度評価の結果を事後指導に活用すること・

　検診データを時系列的に把握することなどに努める。また、検査方法、受診率、

　受診者の年齢分布、初回受診者の割合、判定結果及び指導区分ごとの割合、事

　後指導の実施状況等を検討し、健康診査の精度の向上及び維持を図る。

　　なお、必要に応じて健康診査の実施を委託した機関（以下「受託実施機関」



　　という。）に対して指導を行うとともに、健康診査の結果及び効率について評

　　価する。
　力　市町村は、健康診査が円滑に行われるよう精密検査機関の確保等の体制整備

　　に努める。

（7）都道府県の役割
　ア　都道府県は、市町村が健康診査の実施計画を作成するに当たって、健康診査

　　の実施状況等に関して市町村間の均衡にも配慮しつつ、関連機関との連携を密

　　にして必要な助言及び調整を行う。
　イ　都道府県は、市町村が健康診査を実施するに当たって・必要に応じ職員の派

　　遣等技術的な援助を行う。
　ウ　都道府県は、常に疾病等の動向を把握し、市町村の行う健康診査が適切に行

　　われているかを評価し、必要な指導を行う。

　工　都道府県は、受託実施機関に対し、健康診査の輩の向上及び維持を図るよう

　　指導する。また、必要に応じ従事者の指導講習を実施する。

　オ　都道府県は、市町村の健康診査が円滑に行われるよう・保健所の整備及び精

　　密検診機関の確保等の体制整備に努める。

（8）受託実施機関の役割
　ア　受託実施機蘭は、健康診査の精度を維持・向上するため、検査機器の犀守点

　　検及び整備を行うとともに、血液検査等の標準化に関する管理・点検機構の確

　　立を図．る。・

　イ　受託実施機関は1従事者の資質の向上に努める。

　ウ　受託実施機関は、．健康診査の結果を速やかに実施主体に報告する・

　工　受託実施機関は、判定に用いた検体やフィルム等を保存する。

　オ　受託実施機関は、市町村や都道府県の求めに応じ、健康診査の質の確保を図

　　る上で必要な資料の提出等の協力をしなければならない。

2　基本健康診査
　（1｝　目的

　　　基本健康診奪は、、近年の生活習慣病や要介護状態等の動向を踏まえ・これらの

　　疾患等又はその危険因子を早期に発見し、栄養や運動等の生活指導を実施すると

　　ともに、適切な治療や介護予防事業等へと結びつけることによって、これらの疾

　患等を予防することを目的とする。

〔2）基本健康診査の実施

　ア　検査項目及び方法

　　　基本健康診査は、問診、身体計測、理学的検査、．血圧測定、検尿、循環器検

　　査、貧血検査、肝機能棟査、．，腎機能検査、血糖検査一ヘモグロビンAlc検査丞

　　び血清アルブミン検査を実施する。
　　　なおぐ反復唾液嚥下テスト、心電図検査、∫眼底検査、貧血検査、ヘモグロビ

ンA　lc検査及び血清アルブミン検査については医師の判断に基づき選択的に実

施する。

（ア）問診

　　という。）に対して指導を行うとともに、健康診査の結果及び効率について評

　　価する。

　　に努める。．

　　の実施状況等に関して市町村間の均衡にも配慮しつつ、関連機関との連携を密

　　にして必要な助言及び調整を行う。

　イ　都道府県は、市町村が健康診査を実施するに当たって、必要に応じ職員の派

　　遣等技術的な援助を行う。

　ウ　都道府県は、常に疾病動向を把握し、市町村の行う健康診査が適切に行われ

　　ているかを評価し、必要な指導を行う。．

　工　都道府県は、．受託実施機関に対し、健康診査の質の向上及び維持を図るよう

　　指導する。また、必要に応じ従事者の指導講習を実施する。・

　オ　都通府県けき市町村の健康診査が円滑に行われるよう・保健所の整備及び精

　　密検診機関卯確保等の体制整備に努める。

　ア　受託実施機関は、健康診査の精度を維持・向上するため、検査機器の保守点

　　検及び整備を行うとともに、血液検査等の標準化に関する管理・点検機構の確

　　立を図る。

　イ　受託実施機関は、従事者の章質の向上に努める。

　ウ　受託実施機関は、健康診査Φ結果を速やかに実施主体に報告する。

　工　受託実施機関は、判定に用いた検体やフィルム等を保存する。

　オ　受託実施機関は、市町村や都道府県の求めに応じ・健康診査の質の確保を図

　力　市町村は、健康診査が円滑に行われるよう精密検査機関の確保等の体制整備

σ）都道府県の役割
　ア　都道府県は、市町村が健康診査の実施計画を作成するに当たって、健康診査

〔8）受託実施機関の役割

　　る上で必要な資料の提出等の協力をしなければならない。

2　基本健康診査

　（n　目的

　　　基本健康診査は《近年の循環器疾患等の動向を踏まえ、これらの塞墨又はその

　　危険因子を早期に発見し、栄養や運動等の生活指導や適切な治療と結びつけるこ

　　とによって、これらの疾患等を予防することを目的とする。

（2｝基本健康診査の実施

　ア　検査項目及び方法
　　－基本鰹康診査は、・問診、身体計測、理学的検査・血圧測定・検尿・循環器検

　　査、貧血橡査、肝機能検査、腎機能検査、血糖検査型ヘモグロビンA　lc検査

　　を実施する。

（ア）問診

一12一



現状の症状、生活機能評価に関する項目（別添2の様式2「健康度評価の

ための質問票（B票）」を用いるものとする。）、既往歴、家族歴、嗜好、過

　去の健康診査受診状況等を聴取する。

（イ）身体計測

　　原則として身長、体重を測定し、比体重等を算定する。

（ウ）理学的検査
　　視診・（口腔内を含む。）、打聴診、触診（関節を含む。）、反復唾液嚥下テス

　トその他必要な検査を実施する。

（エ）血圧測定

　　聴診法又は自動血圧計により、・収縮期血圧及び拡張期血圧を測定する。

1才）検尿’一

　　随時に採取した尿について、糖、蛋白、潜卑を試験紙を用いて検査する。

（カ）．循環器検査

，①心電図検査
　　　安静時の標準12誘導心電図を記録する。

　②　眼底検査
　　　眼底カメラによりスライド用カラーフィルムを用いて行う。撮影は、右
　　目良の乳頭部位、．上耳側動静脈部位、下耳側動静脈部位及び黄斑乳頭を両端

　　におさめた部位の4枚を原則とする。

　③　血液化学検査
　　　血清総コ、レステロール、H　D　L一コレステロール及び中性脂肪を測定す

　　る。

1キ｝貧血検査
　　血液中の赤血球数、血色素量（ヘモグロビン値）及びヘマトクリット値を

　測定する。．

1ク）肝機能検査
　　血清G　O　T、G　P　T友びγ一G　T　Pを測定する。

㈲　腎機能検査
　　血清ク．レアチニンを測定する。

（コ｝血糖検査

　　空腹時又は随時の車糖を測定する。

㈱　ヘモグロビンAlc検査
　　ヘモグロビン中の安定型ヘモグロビンAlcの比率を測定する。

（シ）血清アルブミジ検査

　　血清アルブミンを測定する。

イ　訪問基本健康診査
　　在宅の寝たきり者及びこれに準ずる者に対しこ必要に応じ医師及び看護師を

　派遣し、基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。
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　現状の症状、既往歴、家族歴、嗜好、過去の健康診査受診状況等を聴取す

る。

（イ1身体計測

　．原則として身長、体重を測定し、比体重等を算定する。

（ウ）1理学的検査

　’視診《打聴診、腹部触診その他必要な検査を実施する。

1エ｝血圧測定

　　聴診法又は自動血圧計により、収縮期血圧及び拡張期血圧を測定する。

（オ），二検尿

　随時に採取した尿について、糖、蛋白、潜血を試験紙を用いて検査する。

（カ）循環器検査

①心電図検査
　　　安静時の標準12誘導心電図を記録する。

　②　眼底検査
　　　眼底力〆，うによりスライド用カラーフィルムを用いて行う。撮影は、右

　　眼の乳頭部位、上耳側動静脈部位、下耳側動静脈部位及び黄斑乳頭を両端

　　におさめた部位の．4枚を原則とする。

　③　血液化学検査
　　　血清総コレステロール、HP　L一コレステロール及び中性脂肪を測定す

　　る。

1キ），貧血検査

　　血液中の赤血球数、血色素量（ヘモグロビン値）及びヘマトクリット値を

　測定する。

1ク）肝機能検査

　　血清GO　T、G　P　T及びγ一G　T　Pを測定する。

〔ケ）腎機能検査

　　血清クレアチニンを測定する。

（コ　血糖検査

　　空腹時又は随時の血糖を測定する。

㈱　ヘモグロビンAlc検査
　　ヘモグロビン中の安定型ヘモグロビンAlcの比率を測定する。

なお、心電図検査、・腹底検査、．貧血検査及びヘモグロビンAlc検査について

は医師の判断に基づき選択的に実施する。

イ　訪問基本健康診査
　　在宅φ寝たきり考及びこれに準ずる者に対し、必要に応じ医師及び看護師を

　派遣レ、・基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。



　ウ　介護家族訪問基本健康診査

　　　家族等の介護を担う者のうち、訪問による健康診査の実施が必要なものに対

　　して、医師及び看護師，を派遣し、基本健康診査を行う。検査項目はアに準ずる。

（3）検査結果の判定と指導区分

　　検査結果については、各検査ごとに所定の方法で判定し、指導区分の決定に当

　たっては、ごれらの判定結果を総合的に判断し、「異常認めず」、「要指導」及び

　「要医療」に区分する。なお、区分に当たっては、年齢、性、生活環境等の個人

　差について十分配慮する。

　　さらに、一生活機能についても総合的に判断し、次のいずれかに区分する。

ア　医療を優先すべき
介護予防事業等の利用より．も医療を優先する必要性が認められると判断され

　る場合

イ　生活機能の著しい低下有り

　　ア以外の場合であって、介護予防事業等の利用が必要と判断される場合

皇　生活機能の著しい低　無し

　　ア以外の場合であって、生活機能の低下所見を認めないか、あるいは生活機

能が比較的よく保たれていると判断される場合

（4）結果の通知

　　基本健康診査の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

（5｝記録の整備

　　基本健康診査の記録は、氏名、年齢、過去の健康診査の受診状況、各検奪結果

　及び判定結果、“基本健康診査の指導区分等を記録する。

　　また、個別健康教育、健康度評価及び受診指導等の記録と併せて整理するほか、

　必要に応じて個人票を作成するなどして受診者の記録をマ貫して記録し、継緯的

　な保健指導に役立てるものとする。

3　歯周疾患検診
　（1）目的

　　　高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予

　　防することを目的とする。

　（2）歯周疾患検診の実施

　　　検診の項目は問診及び歯周組織検査とする。

　　ア　問診

　　　　歯周疾患に関連する自覚症状の有無等を聴取する。

　　イ　歯周組織検査

　　　　歯及び歯周組織等口腔内の状況について検査する。

　（3）検診結果の判定

　　　「歯周疾患検診マニュアル」（厚生省）に基づき、「異常なし」、「要指導」及

　　び「要精検」に区分する。．

　（4）指導区分・

　　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。

　ウ　介護家族訪問基本健康診査

　　　家族等の介護を担う者のうち、訪問による健康診査の実施が必要なものに対

　　して．、医師及び看護師を派遣し、基本健康診査を行う．検査項目はアに準ずる。

〔3）検査結果の判定と指導区分

　　検査結果については、一各橡査ごとに所定の方法で判定し、指導区分の決定に当

　たっては、一これらの判定結果を総合的に判断し、「異常認めず」、「要指導」及び

　「要医療」に区分する。なお、区分に当たっては、年齢、性、生活環境等の個人

　差について十分配慮する。

㈲　結果の通知

　　基本偉康診査の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

15）記録の整備

　　基本健康診査の記録は、氏名、年齢、過去の健康診査の受診状況、各検査結果

　及び判定結果、’基本健康診査の指導区分等を記録する。

　また、個別健康教育、マ健康度評価及び受診指導等の記録と併せて整理するほか、
　必要に応じて個人禁を作隣す』るなどして受診者の記録を一貫して記録し、継続的

　な保健指導に役立てるものどする。

　　高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予

　　防すること．を目的とする。

　（2）歯周疾患検診の実施

　　　検診の項目は問診及び歯周組織検査とする。

ll）目的

3　歯周疾患検診

　　ア　　　問診二。

　　　歯周疾患に関連する自覚症状の有無等を聴取する。

　　　歯周組織検査

　　　歯及び歯周組織等ロ腔内の状況について検査する。、

｛3）検診結果の判定

　　「歯周疾患検診マニュアル」（厚生省）に基づき、「異常なし」、「要指導」及

　イ

　び「要精検」に区分する。

（4）　指導区分

　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。
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　ア　　「要指導」と区分された者
　　　問診の結果から三’歯みがきの方法等特に改善を必要とする日常生活について

　　指導する。

　イ　　「要精検」、と区分された者

　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

15）結果の通知
　　検診の結果については、■指導区分を付し・受診者に速やかに通知する。，

〔61記録の整備，

　　検診硯記録は』氏名芝年齢・住所・検診の結果・．，指導・歯周痒患検診の指導区

　分等を記録する。また、．必要辱応じ《治療の状況や事律卯指導そ¢他必要な事項

　についても記録する。

（7）その他の留意事項

　　歯周疾患検診は、疾病Φ発見のみならず・橡診の実施にタり健康自立への意識
　を高揚させ』実践へ結蔭？ける三孝により惨璋な高齢期を迎尽ること幾目的とす

　るもので南資こζかう・二健康黎育・健康相談厚び訪問指導等他の保健事業や介護

　予防事業等と有磯的な連携を図ること，によりξ適切な指導等が継続して行われる

　よう配慮する’。

4　骨粗鬆i症検診
　（1）　目的

　　　骨粗鬆症は骨折等φ基礎疾患どな、りミ．高齢社会の進展によりその増加が予想さ

　．れる一ことから』早期に骨量減少者を究竟し、骨粗鬆症を予防することを目的とす

　　る・　　　　　　　凌
　（2）検診の実施

　　　検診の項目は問診及び骨量測定とする。

　　ア．問診

　　　　運動習慣、食生活の内容等を聴取する。

　　イ．骨量測定

　　　　C　X．D法、D　I　P法、S　X　A法、D　X　A法、p　Q　C　T法又は超音波法等によ

　　　り実施する。

　13）検診結果の判定
　　　「骨粗鬆症予防マニュアル」（厚生省）に基づき、「異常なし」、「要指導」及，び

　　「要精検」に区分する。

　㈲　指導区分等、
　　　それぞれの指導区分につき、・』次の内容の指導を行う。

　　ア　　r要指導」と区分された者

　　　　食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の

　　　改善指導等9保健事業！トの参加を指導する・

　　イ　、「要精検」．．と区分された者

　　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

　（5）結果の通知

　ア　「要指導」≧区分された者　1　　　　　’　　，

　　　問診の績果から、歯みがきの方法等特に改善を必要とする日常生活について

　　指導する。

　イ　、「要精検」と区分された者．

　　一医…慶機関倖お見て精密検奪を受診するよ．う．指導する。

（5）結墨の通塑．一、

　　検診の精果に2いては、、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

〔6〕記録の、整備，・，。

　　検診の記録ば、．氏名，、二年齢、住所、．検診の結果，指導・歯周疾患検診の指導区

　分等牽記録する。∫また、』必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項

　についても記録する。

（7）その他の留意事項．．

　　歯周疾患棟診ば牟疾病q発臭のみならず・検該の実施により健康自享への意識
　を高揚ざせ￥家路僧錆蕉驚けるモζ嶋より快璋な亭齢期を迎えることを目的とす

　るものさ褐奇弓とからζ・健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業と有機

　印な連携を南至養ξ1；より・適夘な指導等が継続して行われるよう配慮する。

4　骨粗鬆症検診
　（η　目的・■

　　　　　ヤ　　’骨粗鬆症礒骨折等φ基礎疾患どな医高齢社会の進展によりその増加が予想さ

　れるごとから．、早期に骨量減少者を発見し、骨粗鬆症を予防することを目的とす

　　る。．．、

　（2）検診φ実施

　　検診φ項目は問診及び骨量測定とする。

　　ア　問診、ノ　　　　　　　．v．、

　　　運動習慣・禽生活の内容等を騰取する。

　イ　骨量測定
　　　　O　X　D法、D　I　P法、S　X　A法＝D　X　A法、p　Q　C　T法又は超音波法等によ

　　　り実施する。

　（3）検診結果の判定

　　　「骨粗鬆症予防マニュアル」（厚生省迦一に基づき、「異常なし」、「要指導」及び

　　r要精検」に区分する。

　㈲　指導区分等・．

　　　それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。

　　ア　「要指導」・と区分された者

　　　食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の
　　　改善指導等の保健事業への参加を指導する。

　　イ．「要精検」、と区分された者

　　　医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

　（5）結果の通知
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　　検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

16）記録の整備
　　検診の記録は、氏名、年齢」住所、検診の結果並びに指導、精密検査の必要性

　の有無等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な

　事項についでも記録すぐ。

（71その他の留意事項

　　骨粗鬆症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識

　を高揚させ1実践へ結びつけるヒとにより快適な高齢期を迎えることを目的とす

　るもφであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業や介護

　予防事業等と有機的な連携を図るこ～≡，によ夙、適切な指導等が継続して貰われる

　よう配慮する。

5　健康度評価
　（1）　目的

　　　個人の生活習慣行動や生活機態等の把握を行うとともに・その評価等を基に生

　　活習慣改善に係る指導を実施することにより、対象者個人の必要性に応じた、計

　　画的かつ総合的なサービスの提供に資することを目的とする。

（2）健康度評価の種類

　　鯉康度評価の種類に？いて1ヰ・次に掲げるものとすも。．

　ア　生活習慣病の予防に関する健康度評価

　イ　介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

　ウ　生活習慣行動の改善指導

（3）健康度評価の実施

　ア　生活習慣行動に関する健康度評価
　　（アジ健康度評価のための質問票（A票）9配布，．

　　　　健康手悔の交付時やO健康相談＝」基本鯉康診査の実施時等、対象骨堂保｛建

　　　事業の接爽となる機会．を幅広くとらえ・健康度評価のための質問票（全墓1

　　　（以下「A票」という1プを配布する。

　　　　A票の内容は、総合的な健康度の把握、生活習慣病の危険度の把握等を目

　　　的としたもφとする。配布9方法は、健康手帳ひの添付、対象者へ拳本健康

　　　診査の会場や結果説明会での配布その他中連切参本法とすう・・

　　（イ1生活習慣行動の把握友び評価
　　　　入票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、

　　　管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、A票の回答結果や基本健康

　　　診奪の綿果その他当該対象者の生活習慣行動の把握に資する情報を総合的に

　　　評価し、’当該対象者に、S・さわしい保健サービスを提供するための計画を策定

　　　する。

　イ　介護牽要する状態等の予防に関する健康度評価

　　（ア）健康度評価のための質問票（B票）の配布

　　検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。

㈲　記録の整備，
　　検診の記録は』、氏名、年齢、住所、検診の結果並びに指導、精密検査の必要性

　の有無等を記録するρまた、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な

　事項についても鵠課するq．
σ）そφ他の留意事項

　　骨粗鬆症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識
　を高場させ1実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とす

　るものであることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業と有機

　的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われるよう配慮する。

　　個人の生活習慣行動や社会・年活環埠等の把握を行うとともに・その評価等を
　基に生活習慣改善仁係る指導を実施することにより、対象者個人の必要性に応じ

　　た・計画的がつ総合的なサービスの提供に資することを目的とする。
　（2｝対象者二

　　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする。

　（11　目的

5　健康度評価・

　　鶴麟匝嘩舞納琳癖柵げるものとする・　1
　アー生活習慣病の予防に関する健康度評価
　イ卍．介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

　ウ　生活習慣行動の改善指導

　ア　生活習慣病予防に関する健康度評価、
　　（ア），一生活習慣行動質問票の配布

　　一1・健康手帳の交、付時やこ健康相談、基本健康診査の実施時等、対象者と保健

　　　事業の接岸ζな蚤機会を幅広くとらえ・生活習慣行動質問票（以下「A票」

　　　という。）を配布する。

　　　　A票の内容は、総合的な健康度の把握、生活習慣病の危険度の把握等を目
　　　的と、レたもφ一とする9配布の方法は、、健康手帳昏の添付、対象者へ基本健康

　　　診葦㊤会場や結畢説明会での配布その他の適切な方法とする・
　　（わ，’隼漬習慣行動の把握及び評価

　　　　（票を直接又は：郵送等により回収し、その内容を把握する。医師・保健師・

　　，1管理掌養士その他保健事業に従事する専門家は、A票の回答結果や基本健康

　　　該奪の結果その他当該対象者の生活習慣行動の把握に資する情報を総合的に

　　　評価し、当該対象者にふさわしい保健サービスを提供するための計画を策定

　　　する・

　イ　』介護を要する状態等の予防に関する健康度評価

　　1ア）社会・生活環境等質問票の配布

璽　健康度評価の揮顎、脱ご

（4）健康度評価の実施
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　　　　健康手帳の家付時、健康相談その他の保健事業の実施時、要介護認定等（

　　　介誰保険法に規定する要介護認定又は要支援認定をいう、蚕場下同じ。）》の結・

　　　果通知時な．ど、対象者と保健事業との接点となる機会を幅広くとらえ・量産

　　　度評価のための質問票（B票）似下．「B票」．，と，い．うす），を配布する。

　　　　B票の内容は、総合的な生活機能や、介護を要する状態となることの危険

　　　度（閉じこもりや転倒の危険度など）の把握等を目的としたものとする・

　　　　配布Φ方法は、－健康手帳令の添付・！対象者への郵遷届要介護認皐等の申請

　　．時耳は結果通知時における配布その他の適切な方法とする。

　（イ）、㌃“生活機能等の把握及び評価　　　・　　　　　■』Y、凪、．．．ζ

　　　一日票iを直接又嫉郵送等1こ’より回収し、そ9内容を把握する5医師、r保健師・

　　』管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、B票の結果その他対象者の

　　　生活機能等の把握に賛すφ情報を総合的に評価し、当該対象者にふさ

　　　わしい保健サービスを提供するための計画を策定する。

　ウ．生汚習慣行動砲取善指導

　　（ア｝貝的・・　で．
　　　　．A稟や基本健康診査等の結果、食生活、蓮動』休養等の生活習慣を改善す

　　　る必重炉認められる者に対して、．具俸碗な行動変容糞喜撰する指導を行い・

　　　健全な隼活習慣の確立を通じて生活習慣病を予防することを自的とする。

　　（イ）対象者』．

　　　①・基本健康診査又は骨粗鬆症検診において、r要指導」と判定された者の

　　　　うち、生活習慣行動の改善指導が必要と評価されたもの。

　　　②．基本健康診査又は骨粗鬆症検診において、「要医療」又は「要精検」と判

　　　　定きれた者のうち、受誇の結果医療φ必要1まなiいが生活習慣行動の改善指

　　　　等が必要と判牢されたもの般

　　　③上記以外で生活習慣病予防のために生活習慣行動の改善指導が必要と認

　　　　められる者。

　　（ウ）指導の担当者

　　　．医師ぐ保健師、ヤ管翠栄養士等とす喬。

　　1エL指導内容
　　　．健康度評価（A票に関するもの）や基本健康診査等の結果から判断される
　　∫健康状態について説明するとともに、生活習慣行動における問題点を指摘し、

　　　対象者の状況に即した具体的な生活習慣行動の改善点を指導する・

　　㈲　実施場所，
　　　　市町村保健センター、公民館等住民に身璋な場所セ行，うよう配慮するとと

　　　もに、必要に応じ犀療機関等で行う。

　　（カ）受託実施機関・

　　　　受託実施楼関は、把握された生活習慣揖び指導内容牽速やかに実施主体に

　　　報告する。

豊　記録の整備　　』　，，．

　　氏名マ1二年齢、健康度評価の方法及びその後のサービスの活用状況等を個人ごと

　の記録票に記録する。生活習慣行動の改善指導については、指導内容の要点につ

　　　健康手帳の交付時、健康相談その他の保健事業の実施時、要介護認定等（

　　介護保険法に規定する要介護認定又は要支援認定をいう。以下同じ。）の結

　　果通知時など、対象者と保健事業との接点となる機会を幅広くとらえ、麩
　　　生活環境等質問票（以下「B票」という。）を配布する。

　　　　B票の内容は、総合的な生活機能や、介護を要する状態となることの危険

　　度（閉じこもりや転倒の危険度など）の把握等を目的としたものとする。

　　　配布の方法は、健康手帳への添付、対象者への郵送、要介護認定等の申請
　　　時又は結果通知時における配布その他の適切な方法とする。

　　（イ）社会・生活環境等の把握及び評価

　　　　B票を直接又は郵送等により回収し、その内容を把握する。医師、保健師、

　　　管理栄養士その他保健事業に従事する専門家は、B票の結果その他対象者の

　　社会・生活環境等の把握に資する情報を総合的に評価し、当該対象者にふさ
　　　わしい保健サービスを提供するための計画を策定する。

　ウ・，隼潰習慣行動㊨改善指導

　　（ア），・目的　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　A票ゑ基本健康診査等の結果、食生活、運動、休養等の生活習慣を改善す

　　　る必粟が認め，うれる者に対して、．具体約な行動変容を支援する指導を行い・

　、健牟な隼活習慣の確立を通じて生活普慣病を予防することを目的とする。
　　1イ），対象者、、

　　①基本健康診査又は骨粗鬆症検診において、r要指導」と判定された者の
　　　　うち、’生活習慣行動の改善指導が必要と評価されたもの。

　　②、葦本健康診査又は骨糧霧症検診において・「要医療」又は「要精検」と判

　　　　室ざれな者のうち、受診9結果医療Φ必要はないが生活習慣行動の改善指

　　　導が必要ζi判定されたもの6

　　③．上記以外で生活習慣病予防のために生活習慣行動の改善指導が必要と認

　　　　められる者。

　．㈲　揖導の担当者

　　　．i医師、保鯉師、管理栄養士等とする。

　　（コ　指導内容

　　　　健康度評価（A票に関するもの）や基本健康診査等の結果から判断される

　　　健康状態について説明するとともに、生活習慣行動における問題点を指摘し、

　　　対象者．の状況些即した具体的な生活習慣行動の改善点を指導する。

　切、実施場所一一、・・一

　　　．市町村保健センター、公民館等住民に身近な場所で行うよう配慮するとと

　　．もに、必要に応じ医療機関等で行う。

　　｛が　受託実施機関

　　　』畳言モ実施機藺は、把握された生活習慣及び指導内容を速やかに実施主体

　　　に報告すう・
（5）言β録の…劃庸・・喰、・

　　氏名、一年齢・健康度評価の方法及びその後のサービスの活用状況等を個人ごと

　の記録票に部録ずる。生活習慣行動の改善指導については・指導内容の要点につ
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　いても記録する。

〔5）実施上の留意事項
一　健康度評価は、質問票の交付の機会及びその内容、評価の手法、他の保健事業

　への活痢法などの多様性にかんがみ、各市町村において、自らの創意工夫を生か

　して実施することが重要である。また、健康度評価の緕果については、実施した
　保健活動を対象者個人ごとに又は地域全体として評価する際の指標とするなど・

　その活用1こついて工夫することが望ましい。

　　健康度評価を実施した者に対しては、健康教育、訪問指導等他の保僻事業が継

　続して行われるように配慮する。なお、必要に応じ食生活改善推進員等のボラン

　ティアの協力を得るものとする。

6　受診指導
　（1）　目的．

　　　基本健康診査の結果」要医療」と判定された者、歯周疾患検診又は骨粗鬆症検

　　診の結果「要精検」と判定された者について、医療機関への受診を指導すること

　　により、的確な受診を確保する。

　（21対象者
　　ア　基本健康診査においでr要医療」と判定された者

　　イ　歯周疾韓検診においてr要精検」と判定された者

　　ウ　骨粗撃症検該においてr要精検」と判定された者

　（3）受診指導の実施

　　ア　指導の内容

　　　　対象となる者に対して医療機関への受診を指導する。
　　イ　　糸吉果等とD手巴手屋、，

　　　　医療機関との連携のもとに、受診結果等1こついて把握！F努砕る。・．

　㈲　記録の整備、
　　　受診指導及びその後の受診状況の記録は、診査の記録1こ合わせて記録し、継続

　　的な保健指導に律立てる。

7　介護予防事業等への参加の指導

　　基本健康診査の結果r生活機能の著しい低下有望」・と判定登れた者について・

　介護予防事業等への参加を指導することにより、的確な支援を確保する。

（1）目的，．，・

（2）対象者．．．

　　基本健康診査において「生活機能の著しい低下有り」・と判定された者

（3）介護予防事業等への参加指導の実施．
アー

イ
一

葦塑内昼・
対象となる者に対して、介護予防事業等への参加を指導する。

地域包括支援センター等との連携のもとに、介護予防事業等の参加の状況等
結果等の把握

について把握に努める。

　いても記録する。

⑤　実輝上の留意事項．

　　健康度評価は、質問票の交付の機会及びその内容、評価の手法、他の保健事業

　への活用洗などの多様性にかんがみ、各市町村において、自らの創意工夫を生か

　して実施することが重要である。また、、健康度評価の結果については、実施した

　保健活動を対象者個人ごとに又は地域全体として評価する際の指標とするなどそ

　の活用について工夫することが望ましい。

　　健康度評価牽実施した者に対しては、健康教育、訪問指導等他の保健事業が継

　続して行われるように配慮する。なお、必要に応じ食生活改善推進員等のボラン

　ティアの協力を得るものとする。

6　受診指導

　〔11目的

　　基本健康診査の結果r要医療」と判定された者、歯周疾患検診又は骨粗鬆症検

　　診の結果r要精検」ど判定された者について・医療機関への受診を指導ずること

　　により、的確な受診が確保されることを目的とする。

　（2）対象者一

　　ア　基本健康診査においてr要医療」と判定された者

　　イ　歯周疾患検診においてr要精検」1と判定された者

　　ウ　骨粗鬆症検診において．・「要精検」と判定された者

　（3｝受診指導の実施

　　ア　指導の内容．

　　　　対象となる者に対して医療機関への受診を指導する。

　　イ　結果等の把握・、

　　　　医癖機関ゆ連携のもとに・受診結果等1こついて把握に努める・

　㈲　記録の整備．，

　　　受診指導及びその後あ受診状況の記録は、診査の記録に合わせて記録し、継続

　　的な保健指導に役立τる。
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㈲　記録の整備
一　介護予防事業等への参加指導及びその後の参加状洩を記録し、継続的な保健指

導に役立てる。・

第6　機能訓練

1　目的
　　疾病、外傷、老化等により心身の機能が低下レている者に対し、心身機能の維持

回復に必要な訓練を行うことにより、閉じこもりを防止するとともに日常生活の自

立を助け、介護を要する状態となることを予防することを目的とする。

　　　　　　　　　　　しピニ「

2　対象者
一　当該孟町村の区域内に居住地を古する4－O歳から64歳までの者であづて、疾病、

外傷その他の原因による身体又は精神機能の障害又は低下に対する訓練を行う必要

があるものとする。ただし、医療におけるリハビリテーションを要する者及び要介

護者等は対象としない。

3　実施手続
　　実施手続は次のような方法により行う。

　〔n　訓練の申込

　　　訓練希望者にあらかじめ所定の申込書を市町村あてに提出させる。

　（2）訓練対象者の決定
　　　訓練対象者の決定に当たっては、あらかじめ医師の判定を得、訓練施設の整備

　　の状況、訓練担当者の状況、その他の状況を勘案の上行う。

（3〕訓練実施等の通知
　　訓練希望者に対し、訓練の適否及びその理由、訓練の開始日等その他必要な事

　項を通知する。

第6　機能訓練

1　目的

立を助げ、介護を要する状態となることを予防することを目的とする。

2　機熊訓練Φ種類
　　機能訓練9種頚についでは・次仁掲げるものとする・

旦1　A型一（基本理）図以下「A型」どいう。）

　〔21　白型（地域参加型）（以下rB型」という。）

3　対象者

して本事業φ対象としない。日

（n　A型，

　を行う必要がある者5

（21白型

の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準」のランクJに相当するもの。

4’ ﾀ施手続『

　　実施手続は次のような方法により行う。

　（1）訓練の申込

　　　訓練希望者にあらがじ南暫定の申込書を市町村あてに提出させる。

　〔2〕訓練対象者の沫定

　う。”

（3｝訓練実施等の通知

項を通知する。

が低下している者に対し、心身機能の維持

じごもりを防功するとともに日常生活の自

を予防することを目的とする。

るものとする。
う5）

という。）

40歳以上の者で、次に掲げるものとする。

ンを要する者は対象としない。また、介護

（以下「要介護者等」という。）も原則と

文は精神機能の障害又は低下に対する訓練

る者であって、当該者の日常生活自立度が

きり度）判定基準」の活用について」（平成

一老人保健福祉部長通知）の別添「障害老人

⊇基準」のランクJに相当するもの。

o玉書を市町村あてに提出させる。

二の決定に当たっては、あらかじめ医師の判

東担当者の状況、その他の状況を勘案の上行

∫その理由、訓練の開始日等その他必要な事
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4　実施場所

　市町村保健センター、保健所、健康増進センター、老人福祉センター、特別養護

老人ホーム、介護老人保健施設、公民館等であって、適当と認められる場所で行う。

5　送迎
　　対象者の心身の機能の状態に応じ、リフトバス等による送迎を行う。

6　実施方法
　〔1）訓練実施者

　医師及び医師の指導のもとに理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、保健師、

看護師等が実施する。

（2）訓練内容

　麻痺や拘縮等の機能障害及び食事や衣服の着脱等の能力障害並びにこれらによ

り生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復のための訓練を、おおむね次に

掲げる活動を通して実施する。

　（ア）転倒予防、失禁予防、体力増進等を目的とした体操

　〔イ）習字、絵画、陶芸、皮細工等の手工芸

　㈲　軽度のスポーツやレクリエーション

　（エ）交流会、懇談会等

7　実施回数及び実施期間

訓練の実施回数はおおむね週2回とする。実施期間はおおむね6か月を1期間

　　　市町村保健センター、保健所、健康増進センター、老人福祉センタ・一、特別養

　　護老人ホーム、．介護老人保健施設、公民館等で適当と認められる施設とする。

　（2）白型　．　！甲』．

　　　（1〕に示している実施場所のほか、集会場、公共施設等の会議室、体育館、公園、

　q）A型
互実施場所

広場、運動場等地域住民の身近な場所とする。

6　送迎
　　対象者の心身の機能の状態に応じ、リフトバス等による送迎を行う。ただし、原

　則としてB型については行わない。

エ寒施方法l
　l1）訓練実施者

　　ア　A型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　訓練は、医師及び医師の指導のもとに理学療法士、作業療法士、保健師、看

　　　護師等が実施す喬。

　　イ　B型’
　　　　訓練は』保健師、看護師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士等の保健・

医療・福祉関係職種の市町村職員又は市町村から契約により委託された機関の

当該職員を中心どし』地域のボランティア等を活用して実施する。

　　　麻痺や拘縮等の機能障害及び食事や衣服の着脱等の能力障害並びにこれらに
　　より生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復のための訓練を、おおむね

　　次に掲げる活動を通して実施する。．

　　（ア痘転倒茅防1失禁予防、，体力増進等を目的とした体操

　　，＠、、習字ヤ1総画・陶芸・皮細工等の手工芸

　　（ウ）’軽度のスポーツやレクリエーション

　　に）交流会、懇談会　等

　イ　B型
　　　心身機能の低下により生じる閉じこもりや孤立等の社会的障害の回復又は予

　ア　A型一

〔21訓練内容’

．防に重点を置いた訓練を、おおむね以下に掲げる活動を通して実施する。

（ア）絵画、工芸等の創作を主体とした活動

（イ）　レクリエーション及びスポーツ

（ウ1交流会、懇談会及び地域の諸行事への参加等を主体とした活動等

8　実施回数及び実施期間

　11）A型
　　訓練の実施回数はおおむね週2回とする。実施期間はおおむね6か月を1期間と
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とし、訓練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。

8　訓練記録の作成　　，一・
一　対象者あ名簿二’訓練計画実施台帳、訓練日誌その他必要な舘録票を整備し、訓練

　対象者の氏名、年齢、住所、生活歴、家庭環境及び訓練経過、’機能回復の状況等を

　記録する。

旦　関係機関との連携，
　（η　訓練を必要とする者を把握するに当たっては、保健所、地域医師会、老人クラ

　　ブ及び自治会等関係機関と緊密な連携を図う。
　（2）訓練の実施方法等にういて、地域軍師会や医療機関と十分な連絡調整塗輿る。

　（31訓練終了に当たっては、対象者の状況に応じご他の保健事業やそれぞれの地域

　　における福祉サービス等と結びつけ」引ぎ続き適切なサービスが提供されるよう

　　配慮する乙

　（4）訓練の実施並びに実施後の指導に必要な対象者の日常生活及び家庭環境等の把

　　握について、福祉事務所等の協力を求める。

10　周知徹底
　（1）訓練は特に家族の積極的な協力を得て行うことが必要であり、家族に対しても

　　訓練の趣旨及び内容等を十分に理解させるよう努める。

　（2）店報紙等を通じ訓練の趣旨、内容及び送迎の実施等を周知する。

』旦　その他の留意事項
　（1〕地域の実情仁即し、市町村の直接実施のほか、特別養護老人ホーム・介護老人

　　保健施設等への季託、複寧市町村による共同宰施等の方法を活用することにより、

　　実施体制の整備を図る。

　｛2）特別養護老人ホーム等における訓練の実施に当たっては、当該施設入所者の処

　　遇に支障のないよう配慮す．う。

　（3｝介護を要する状態の予防をより」層効果的に行う観点から、都道府県が行う地

　　域リハビリテ」ジョン推進のための事業と十分な連携を図る。

　質の向上を図る。

　実施に当たっては事故防止に万全を期す。
（6）訓練終了者については、回復した機能の低下を防止する観点から、自主的なグ

　ループ活動の育成を図ることが望ましい。

（4）訓練に従事若しくは従事しようとする者を研修に参加させる等により、その資

（5）対象者は心身の機能が低下している者であることにかんがみ、通所及び訓練の

とし・引締の効果等牽勘案し継続実施の要否の判定を行う。．

（2）B型

　　訓練の実施回数はおおむね週1回とする。実施期間はおおむね1年間とし、訓

練の効果等を勘案し継続実施の要否の判定を行う。

9　訓練記録の作成
　対象者の名簿』一訓緯計画実施台帳・・訓練日誌その他必要な記録票を整備し・訓練

　対象者の氏名、年齢、住所、生活庭、．家庭環境及び訓練経過、機能回復の状況等を

記録する。

10　関係機関との連携，
　｛η　訓練を必婁とする者牽把握するに当たっては、保健所、地域医師会、老人クラ

　　ブ及び自治含等閑係機関と緊密な連携牽図も5

　（2）訓練の実施方法等にづい七、地域医師会や医療機関と十分な連絡調整を図る。
　（3）訓練終了に当たづ七は、対象者の状洩仁応じ、他の保健事業やそれぞれの地域

　　における福祉ザニビネ等と結びうけ』引き続き適切なサービスが提供されるよう

　　配慮する。

　㈲　訓練の実施並びに宰施後の指導に必要な対象者の日常生活及び家庭環境等の把
　　握にづいて、福祉事務所等φ協力を求める。

11　周知徹底

　（1｝訓練は特に家族の積極的な協力を得て行うことが必要であり、家族に対しても

　　訓練の趣旨及び内容等を十分に理解させるよう努める。

　（2）広報紙等を通じ訓練の趣旨、内容及び送迎の実施等を周知する。

　　保健施設等への委託、複数市町村による共同実施等の方法を活用することにより、

　　実施体制の整備を図る。

　　遇に支障のないよう配慮する。．

　　ション支援体制整備推進事業ど十分な連携を図る。

　　質の向上を図る。

　　実施に当たっては事故防止に万全を期す。

　　ループ活動の育成を図るζとが望ましい。
　σ）要介護者等は機能訓練の対象とならないことを原則とするが、通所介護、通所

　｛1）地域の実情に即し、市町村の直接実施のほか、特別養護老人ホーム、介護老人
皿　その他の留意事項

　（21特別養護老人ホーム等における訓練の実施に当たっては、当該施設入所者の処

　13｝介護を要する状態の予防を声ヴ夙層効果的に行う観点から、地域リハビリテー

　（4）訓練に従事若しくば従事しようとする者を研修に参加させる等により、その資

　15〕対象者は心身の機能が低下している者であることにかんがみ、通所及び訓練の

　（6）訓練終了者については、回復した機能の低下を防止する観点から、自主的なグ

リハビリテーシゴン等の介護保険サービスを十分確保することが困難な市町村に
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第7　訪問指導

1　目的
　　療養上の保健指導が必要であると認められう者及びその家族等に対して、保健師

　等が訪問して、その健康に蘭する問題を総合的に把握し、『必要な指導牽行い、一これ

　らの者の心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ることを目的とする。

2　対象者
　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳から64歳までの者であって、その
心身の状況勧置かれている環境等1こ照らして療養キ¢嘩指導が必華あると
認められる毛のを対象とする。

3　訪問担当者
　　訪問担当者は保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法

士等とする乙“

4　実施方法
　q）対象者の把握及び名簿の作成
　　　市町村は、本人及び家族等からの相談、健康度評価その他の保健事業の実施に

　　伴う情報、医療機関、，福祉関係機関その他の関係団体からの依頼等に基づき・対

　　象者を把握し、対象者名簿を作成する。
　（2〕初回訪問指導の実施と訪問指導計画の策定一

　　　対象者名簿に基づき、■訪問指尋を実躯する。初回訪問指響は原副と一しτ保健師

　　が行い』対象考及び家族の球泥（受身の状態・一既往歴・生活習慣・栄養状態・ロ

　　腔衛生病態苧家族の介護等の状況、生瀬環境等）を把握す筍p、舌g後、必要li二応

　　じて管理栄養士、歯科衛生士等と協議の上、弗訪問指導の目標、内容その他必要な

　　事項からなる訪問指導計画を策定する。

　（3）訪問指導の内容

　　　訪問指導の内容はおおむね次の事項とする。
　　ア　家庭におけう療養方5i却ヒ関する指導ゴー

　　　　栄養、’運動、ロ腔衛生その他家庭における療養方法に関する指導

　　イ　介護を要する状態になることの予防に関する指導

　　　　閉じこもりの予防、転倒の予防その他の介護を要する状態になることの予防

　　　のために必要な指導

　　ウ　家庭における機能訓練方法、住宅改造及び福祉用具の使用に関する指導

　　工　家族介護を担う者の健康管理に関する指導

おいては、当面の間に限り・、要介護者等を機能訓練の対象として差し支えない。

ただし、この場合にあつでも｛介護保険制度担当部局との調整を図るとともに介

護保険給付の対象どなるサービス量の確保に努め4要介護者等が機能訓練を利用

せざるを得ない状況を解消していくことが必要である。

第7　訪問指導

1　目的
　療養上の保｛建指導が必要であると詰められる者及びその家族等に対して・保健師

等が訪問して、その健康に関する問題を総合的に把握し・必要な指導を行い・これ

　らの者の心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ることを目的とする。

2　対．象者

　　当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者で、その心身の状況、その

置かれている環境等に照らして療養上φ保健指導が必要であうと認められるものを

対象とする。一

3　訪問担当者
　　訪問担当者1課健師・看護師・管理栄養‡・歯禾斗衛生士・理学療法士・作業療法

士等とする。

4　実施方法
　〔11対象者の把握及び名簿の作成
　　市町村は、．本人及び家族等からの相談1健康度評価その他の保健事業の実施に

　　伴う情報1医療機関二・福祉関係機関その他の関係団体からの依頼等に基づき、対

　　象者を把握し、対象者名簿を作成する。

　〔21初回訪問指導の実施と訪問指導計回の策定

　　　対象者名簿に基づぎ、訪問指導を実施する・初回訪問指導は原則として保健師

　　が行し！・1・醜者及1び家族の1犬沢．（頓の購・既往歴・生活習慣・栄養状態・・

　　腔衛生雌，一罪晦護等鰍涯生活環填等）を把握する・その後・必要に応

　　じて管麟養士・．歯科衛生士等と協議の上・訪問指導の目標・内容その他必要な

　　事項からなる訪問指導計画を策定する。

　（3｝訪問指導の内容

　　’訪問揖導の申容は参おむね次の事導とずる。

　　ア1家庭における療養方法に関する指導
　　　・一栄養ξ運動マ口腔衛生その他家庭における療養方法に関する指導

　　イ　介護を要する状態になることの予防に関する指導

　　　　閉じこもりの予隣・転倒の予防その他9介護を要する状態になることの予防

　　　φため1こ必要な指導、

　　ウー家庭における機能訓練方法、住宅改造及び福祉用具の使用に関する指導

　　工　家族介護を担う者の健康管理に関する指導

一22一



　オ　生活習慣病の予防等に関する指導

　力　関係諸制度の活用方法等に関する指導
　　　医療、保健、福祉その他の諸制度及びサービスの活用方法等に関する情報提

　　供、相談、指導及び調整
　キ　認知症に関する正しい知識、緊急の場合の相談先等に関する指導

　ク　その他健康管理上必要と認められる指導

｛4）かかりつけ医との連携
　　疾病等を有する者に対する訪問指導に際しては、かかりつけ医と連携を図り、

　その指導のもとに実施する。

（5）その他の留意事項
　ア　医療保険により訪問看護若しくは訪問リハビリテーションを受けている者又

　　は介護保険において要介護者等である者に対して訪問指導を実施する場合に

　　は、訪問看護及び訪問リハビリテーションと内容的に重複するサービスについ

　　ては行わないこと牽原則とし、それらのサービス提供者等と連携を十分に図る。

　イ　認知症高齢者に対する訪問指導の実施については、保健所で実施されている

　　老人精神保健相談事業との連携を図るため、保健所への報告、保健所が開催す

　　る連絡会議への参加等を行い、必要に応じ保健所の指導・調整を受ける。

　ウ　本事業の訪問指導は、健康管理上の観点から行うものであるが、老人医療費

　　適正化対策事業等として行う重複・頻回受診者に対する訪問指導等とも対象者

　　が重複し得ることから、十分な連携を図るとともに、必要に応じ保健事業に従
　　事する保健師等も、老人医療担当課等において雇用した保健師等に対する指導、

　　調整の任に当たるなど、重複した指導にならず効果的な指導が実施されるよう

　　有機的な連携体制の確立を図る。

5　記録の整備及び評価
　　対象者の氏名、年齢、訪問指導計画、指導内容等を記録する。また、その内容を

分析、評価することにより、事後の訪問指導に資することとする。

6　関係機関等との連携
　　対象者の把握、実施計画の策定その他訪問指導の円滑かつ効果的な実施を推進す

　る観点から、緊急時の措置等についてあらかじめ地域医師会、関係医療機関と協議

するほか、ホームヘルパー、民生委員その他の関係者との連携及び保健所、福祉関

　係機関、・・居宅サービス事業者、居宅介護支撰事業者，民間甲体・ボランティアその

　他の住民組織等との連携を図り、必要な協力を得るものとする。また、必要に応じ

　て地域ゲア会議（従来の高齢者サービス調整チーム）等の活用を図る・

7　都道府県、、保健所の役割，
　　都道府県く保健所は、保健節そあ他の訪問指導に従事する者の資質を向上するた

　め研修を行うものと，する。

　オ　生活習慣病の予防等に関する指導

　力　関係諸制度の活用方法等に関する指導

　　　医療、保健、福祉その他の諸制度及びサービスの活用方法等に関する情報提

　　供、相談、指導及び調整

　キ　認知症に関する正しい知識、緊急の場合の相談先等に関する指導

　ク　その他健康管理上必要と認められる指導

　　かかりつけ医との連携
　　疾病等を有する者に対する訪問指導に際しては、かかりつけ医と連携を図り、

　その指導のもとに実施する。

　　その他の留意事項
　ア　医療保険により訪問看護若しくは訪問リハビリテーションを受けている者又

　　は介護保険において要介護者等である者に対して訪問指導を実施する場合に

　　は、訪問看護及び訪問リハビリテーションと内容的に重複するサービスについ

　　ては行わないことを原則とし、それらのサービス提供者等と連携を十分に図る。

　イ　認知症高齢者に対する訪問指導の実施については、保健所で実施されている

　　老人精神保健相談事業との連携を図るため、保健所への報告、保健所が開催す

　　る連絡会議への参加等を行い、必要に応じ保健所の指導・調整を受ける。

（
4
）

（
5
）

ウ　本事業の訪問指導は、健康管理上の観点から行うものであるが、老人医療費

　適正化対策事業等として行う重複・頻回受診者に対する訪問指導等とも対象者

　が重複し得ることから、十分な連携を図るとともに、必要に応じ保健事業に従

　事する保健師等も、老人医療担当課等において雇用した保健師等に対する指導、

　調整の任に当たるなど、重複した指導にならず効果的な指導が実施されるよう

　有機的な連携体制の確立を図る。

5　記録の整備及び評価
　　対象者の氏名、年齢、訪問指導計画、指導内容等を記録する。また、その内容を

分析、評価することにより、事後の訪問指導に資することとする。

6　関係機関等との連携
　対象者の把握、実施計画の策定その他訪問指導の円滑かつ効果的な実施を推進す

　る観点から、緊急時の措置等についてあらかじめ地域医師会、関係医療機関と協議

するほか、ホームヘルパー、民生委員その他の関係者との連携及び保健所、福祉関

　係機関、居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、民間団体、ボランティアその

他の住民組織等との連携を図り、必要な協力を得るものとする。また、必要に応じ

　て地域ケア会議（従来の高齢者サービス調整チーム）等の活用を図る。

7　都道府県、保健所の役割
　都道府県、保健所は、保健師その他の訪問指導に従事する者の資質を向上するた

　め研修を行うものとする。
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第8　地域支援事業との連携

以下の事業については、当該市町村に居住地を有する40歳から64歳までの者を

から地域支援事業において適切に実施されることから、担当部局と十介な連携を図る
対象として実施することとし，ているが、65歳以上の者については、介護予防の観点

こと。

1　健康教育

3　健康診査あうち、介護を要する状態等φ予防仁閉する健康度評価．
2　健康相談．

4　機能訓練
5　訪問指導
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傍線の部分は改正部分

改　正　後

別添1

　様式1
基本健康診査の記録（その1）

受診年月　日 年月　日 年月　日 年月　日 年月日 年月日

身　　　　　　　　長 cm cm cm cm cm

体　　　　　　　　重 kg kg kg kg kg

B　　　　M　　　　I

血　　糖　　検　　査

基本健康診査の記録（その3）

受診年月　日 年月　日 年月日 年月日 年月日 年月日

～

その他の所見

i自覚症状、理学的所

ｩ等）

現 行

別添1

　様式1
基本健康診査の記録（その1）

受診年月日 年月日 年月日 年月日 年月日 年月日

身　　　　　　　　長 cm cm cm cm cm

体　　　　　　　　重 kg kg kg kg kg

血　　糖　　検　　査

基本健康診査の記録（その3）

受診年月日 年月日 年月日 年月日 年月日 年月日

その他の所見

i自覚症状、理学的所

ｩ等）

蟹総合的指示事項
実施機関名
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基本健康診査の記録（その4）

受診年月日 年月日 年月日 年月日 年月日 年月日

基
本
ト
チ
エ
ツ
ク
リ

総合（うつを除く）

@運動器の機能向上

@栄養改善．

@口腔機能の向上

@閉じこもり

@ものわすれ

､つ

／20

^5
^2
^3

^2
^3

^5

／20

^5
^2

^3

^2

^3

^5

／20

^5

^2

^3

^2

^3

^5

／20

^5
^2

^3

^2

^3

^5

／20

^5

^2

^3

^2

^3

^5

理、

w
的

口腔内

ﾖ節
ｽ復唾液嚥下テスト

血清アルブミン検査

指導区分

総合的指示事項

実施機関名
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別添2
　様式2

健康度評価のための質問票（B票）

（基本チェックリスト）

No 質問項目

　　回答

iいずれかに0を

ｨ付け下さい）

1 バスや電車で1人で外出していますか 0．はい 1．いいえ

2 日用品の買物をしていますか 0．はい 1．いいえ

3 預貯金の出し入れをしていますか 0．はい 1．いいえ

4 友人の家を訪ねていますか
0．はい 1．いいえ

5 家族や友人の相談にのっていますか 0．はい 1．いいえ

6 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか 0．はい 1．いいえ

7 椅子に座づた状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか 0．はい 1．いいえ

8 15分位続けて歩いていますか 0．はい 1．いいえ

9 この1年間に転んだことがありますか 1．はい 0．いいえ

10 転倒に対する不安は大きいですか 1．はい 0．いいえ

“ 6ヵ月間で2～3kg以上の体重減少がありましたか 1．はい 0．いいえ

12 身長　　　　　　cm　　　体重　　　　　　kg（BMI＝ ）（注）

13 半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか 1．はい 0．いいえ

14 お茶や汁物等でむせることがありますか 1．はい 0．いいえ

15 ロの渇きが気になりますか 1．はい 0、いいえ

16 週に1回以上は外出していますか 0．はい 1．いいえ

17 昨年と比べて外出の回数が減っていますか しはい 0．いいえ

18 周りの人からrいつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われ

ﾜすか

1．はい 0．いいえ

19 自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか 0．はい 1．いいえ

20 今日が個月何日かわからないときがありますか 1．はい 0．いいえ

21 （ここ2週間）毎日の生活に充実感がない 1．はい 0、いいえ

22 （ここ2週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった 1．はい 0．いいえ

23 （ここ2週間）以前は楽にできていたことが今ではおっくうに感じら

黷

1．はい 0．いいえ

24 （ここ2週間）自分が役に立つ人間だと思えない 1．はい 0．いいえ

25 （ここ2週間）わけもなく疲れたような感じがする 1．はい o．いいえ

（注）BM　I（＝体重（kg）÷身長（m）÷身長（m））が18・5未満の場合に該当とする。

別添2
　様式2
　　　（参考例）

手的自立（1ADし）

1
2
3
4

5

健康度評価のための質問票（B票）

バスや電車を使って一人で外出できますか

日用品の買い物ができますか

自分の食事の用意ができますか

請求書の支払いができますか

銀行預金、郵便貯金の出し入れができますか

知的能動性

6
一
！

8

9

年金などの書類が書けますか

新聞を読んでいますか

本や雑誌を読んでいますか

健康についての記事や番組に関心がありますか

社会的役割

10－友達の家を訪ねることがありますか

11家族や友達の相談にのることがありますか

12病人を見舞うことができますか

13　若い人に自分から話かけることがありますか

え
え
え
え
え

し
し
し
し
一
し

・
し
し
し
し
し

0
0
0
0
0

し
し
し
し
L
V

よ
ま
ま
ま
＋
ひ

『
一
　
1
　
1
　
1
　
1

え
・
え
え
え

一
》
し
し
I
V

し
I
V
l
し
し

O
O
O
O

し
し
『
V
し

ょ
よ
ま
よ

『
一
『
一
1
1

1　はい

1　はい

　はい
　　はい

え
え
え
え

し
し
し
『
》

し
し
し
し

0
0
0
0
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（案）老人保健法による健康診査について新旧対照表

ル剛正改後正改

基本健康診査

法等
康診査の検査項目の判定方法等は以下のとおり

たっては、　「肥満とやせの判定表・図」
等を参考とする。

社
と
高
、
及

（
」
本
」
」

」
協
日
圧
圧

技
循
、
血
血

手
日
は
常
高

断
「
て
正
度

診
下
つ
「
等

患
以
た
、
中

疾
（
当
は
「

器
会
に
分
、

環
議
定
区
」

循
協
判
、
圧

「
究
、
し
血
。

、
研
し
と
高
る

は
理
と
考
症
す

て
管
考
参
軽
と

い
器
参
を
「
」

つ
環
を
類
、
圧

に
循
）
分
」
血

測
当
）
定
技
本
編
の
値
高

計
に
省
測
手
日
）
会
高
症

び判定については、　r循環器疾患診断手
編）等を参考とする。

っては、　「心電図判定基準」　（日循協
とする。

技
循
検
当
参
査
つ
参
（
査
当
C
球

手
日
図
に
を
検
に
を
」
検
に
M
血

及
協
査
た
考

協
判
循
見
目
所
（
底

」
眼

技
「
手
、
断
は
。

診
て
る

患
っ
す

疾
た
と

器
当
考

環
に
参

循
定
を

「
判
）

　
、
、
編

は
し
協

て
と
循

い
考
日

巨悪たっては、検査値より算定した平均赤血球
MCV）、平均赤血球血色素量（MCH）及び
血球血色素濃度（MCHC又はMCC）を参考
ロ

検査（グルコース）
手技及び判定については、平成8年6月28日
健第171号本職通知の別添「糖尿病に関する検
扱」を参考とする。
グロビンAlc検査
手技及び判定については、平成8年6月28日
健第171号本職通知の別添「糖尿病に関する検
扱」を参考とする。

方
健
。
体
定
生
圧
定
人
。
学
常
重
尿
定
ズ
電
定
等
底
彼
等
準
血
定
（
赤
る
糖
定
老
取
モ
定
老
取

定
本
る
身
判
厚
血
測
法
う
圧
正
「
検
測
」
心
判
）
眼
手
）
基
貧
判
積
均
す
血
測
け
の
へ
測
け
の

判
基
あ
　
　
（
　
　
団
い
血
「
び
　
　
技
　
　
編
　
　
編
定
　
　
容
平
と
　
　
付
査
　
　
付
査

　
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
）
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
）

　
　
で
⇔
2
　
　
3
4
5
　
6
　
7
　
8

　
　
　
（
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・
（
　
　
　
　
（
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
（

1

基本健康診査

法等
康診査の検査項目の判定方法等は以下のとおり

たっては、　r肥満とやせの判定表・図」
等を参考とする。

社
と
高
、
及

（
」
本
」
」

」
協
日
圧
圧

技
循
、
血
血

手
日
は
常
高

断
「
て
正
度

診
下
つ
「
等

患
以
た
、
中

疾
（
当
は
「

器
会
に
分
、

環
議
定
区
」

循
協
判
、
圧

「
究
、
し
血
。

、
研
し
と
高
る

は
理
と
考
症
す

て
管
考
参
軽
と

い
器
参
を
「
」

つ
環
を
類
、
圧

に
循
）
分
」
血

測
当
）
定
技
本
編
の
値
高

計
に
省
測
手
日
）
会
高
症

手技及び判定については、　「循環器疾患診断手
日循協編）等を参考とする。
図検査
に当たっては、　r心電図判定基準」　（日循協
を参考とする。
検査
については、　「循環器疾患診断手技」　（日循協
を参考とし、判定に当たっては、　r眼底所見判
」　（日循協編）を参考とする。
検査
に当たっては、検査値より算定した平均赤血球
MCV）、平均赤血球血色素量（MCH）及び
血球血色素濃度（MCHC又はMCC）を参考
ロ

検査（グルコース）
手技及び判定については、平成8年6月28日
健第171号本職通知の別添「糖尿病に関する検
扱」を参考とする。
グロビンA、c検査
手技及び判定については、平成8年6月28日
健第171号本職通知の別添「糖尿病に関する検
扱」を参考とする。

方
健
。
体
定
生
圧
定
人
。
学
常
重
尿
定
（
電
定
等
底
技
等
準
血
定
（
赤
る
糖
定
老
取
モ
定
老
取

定
本
る
身
判
厚
血
測
法
う
圧
正
「
検
測
」
心
判
）
眼
手
）
基
貧
判
積
均
す
血
測
け
の
へ
測
け
の

判
基
あ
　
　
（
　
　
団
い
血
「
び
　
　
技
　
　
編
　
　
編
定
　
　
容
平
と
　
　
付
査
　
　
付
査

　
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
）
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
）

　
　
で
⇔
2
　
3
4
5
6
　
7
8

　
　
　
（
　
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
（

1
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す
齢

　
当
年

　
該
、

　
に
性

　
準
の

　
基
者

　
の
診

　
次
受

　
ヤ
　
　
　
ヤ

　
は
に

　
て
も

　
つ
と

　
た
と

　
当
る

　
に
す
。

定
定
慮
る

選
選
配
す

の
の
に
慮

圧140mmHg以上又は拡張期血圧90mm

疾患の自覚症状、既往歴又は家族歴を有

目
目
特
配
査
血
者
系

項
項
て
も
検
期
の
器

ね
2

概
ル
（
ブ
歴
ダ

酒
一
飲
キ
は
ス
又
イ
）
ウ
上
、
以
本
本
2
0
ル

2
［
日
ビ
者

1
　
、
る

ね
合
す

概
2
有

（
酒
を

歴
本
）

脈又は心雑音の認められる者
陽性又は尿蛋白（＋）以上の者

施
施
い
て
図
縮
上
環
者
煙
日
上
満
整
糖

実
実
つ
い
電
収
以
循
る
喫
日
以
肥
不
尿

択
択
に
つ
心
㎎
す
1
杯

選
選
者
に
　
ア
　
イ
　
ウ
　
　
エ
オ
カ

　
　
る
等
つ

　
　
　
　
（

2

査の対象者のうち医師が必要と認める者

往歴を有する者又は視診等で貧血が疑われ

査
検
査
既

検
図
検
の

底
電
血
血

ω
こ
ま
る
刻
す

　
）
施

　
σ
実

　
の
て

　
下
し

　
以
対

　
が
に

　
果
者

　
結
る

　
の
す

　
査
当

査
検
該

検
糖
に

鴇
血
準

A
、
基

ン
て
の

ビ
し
か

ロ
と
れ

グ
則
ず

モ
原
い

（2）眼

　心（3）貧
　貧　る者
（4）ヘ
　ア

　　　ロ
（ア）　空腹時血糖値が次に該当する者　　　　。．う
　　　110mg／dl以上126mg／dl未満（血漿又
　　は血清）
（イ）　随時血糖値が次に該当する者　　　　　し．う
　　　140mg／dl以上200mg／dl未満（血漿又
　　は血清）
イ　前記基準に該当しないが、糖尿病の自覚症状、既
　往歴又は家族歴を有する者、肥満の認められる者及
　び尿糖陽性の者等医師が必要と認める者について
　も、ヘモグロビンAlc検査を実施すること。

（9）生活機能評価
　　問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、心電図検
　査、貧血検査、血清アルブミン検査の結果に基づき、
　総合的に判定を行う。
　　判定に当たっては、　「介護予防のための生活機能評
　価に関するマニュアル」　（厚生労働省老人保健事業推
　進等補助金・介護予防のための生活機能評価について
　の研究班・平成17年12月）を参考とする。

　
す
齢

　
当
年

　
該
、

　
に
性

　
準
の

　
基
者

　
の
診

　
次
受

　
ヤ
　
　
　
ヤ

　
は
に

　
て
も

　
つ
と

　
た
と

　
当
る

　
に
す
。

定
定
慮
る

選
選
配
す

の
の
に
慮

圧140mmHg以上又は拡張期血圧90mm

疾患の自覚症状、既往歴又は家族歴を有

目
目
特
配
査
血
者
系

項
項
て
も
検
期
の
器

ね
2

概
ル
（
ブ
歴
ダ

酒
一
飲
キ
は
ス
又
イ
）
ウ
上
、
以
本
本
2
0
ル

2
一
日
ビ
者

1
　
、
る

ね
合
す

概
2
有

（
酒
を

歴
本
）

　
　
者

　
　
る

　
者
す

者
の
当

る
上
該

れ
以
に

ら
）
準

め
＋
基

認
（
の

の
白
者

音
蛋
補

雑
尿
候

心
は
の

は
又
者

又
性
齢

脈
陽
高

施
施
い
て
図
縮
上
環
者
煙
日
上
満
整
糖
定

実
実
つ
い
電
収
以
循
る
喫
日
以
肥
不
尿
特

択
択
に
つ
心
㎎
す
1
杯

選
選
者
に
　
ア
　
イ
　
ウ
　
　
エ
才
力
キ

　
　
る
等
り

　
　
　
　
（

2

（2）　眼底検査
　　心電図検査の対象者のうち医師が必要と認める者
（3）　貧血検査
　　貧血の既往歴を有する者一視診等で貧血が疑われる
　又は特定高齢者の候補者の基準に該当する者
（4）　ヘモグロビンAlc検査
　ア　原則として、血糖検査の結果が以下の（ア）又は（イ）
　　のいずれかの基準に該当する者に対して実施するこ
　　と。
　　（ア）　空腹時血糖値が次に該当する者　　　　し．う

　　　　110mg／dl以上126mg／d1未満（血漿又

糖値が次に該当する者　　　　　。．う
mg／dl以上200mg／dl未満（血漿又

既
及、
者
て

状
る
い

症
れ
つ
。

覚
ら
に
と

自
め
者
こ

の
認
る
る

病
の
め
す

尿
満
認
施

糖
肥
と
実

、
、
要
を

が
者
必
査

い
る
が
検

な
す
師
博

し
有
医
A

当
を
等
ン

該
歴
者
ビ

に
族
の
口

時
0
）
血
0
）
準
家
性
グ

腹
1
清
時
4
清
基
は
陽
モ

空
1
血
随
1
血
記
又
糖
へ

　
　
は
　
　
は
前
歴
尿
、

　
　
　
わ
　
　
　
往
び
も

（
　
　
　
　
　
　
　
　
（

　
　
　
　
　
　
イ
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い
に

て
の
確

い
病
明

つ
尿
を

に
糖
か

者
び
る

た
及
あ

れ
患
で

さ
疾
の

分
腎
も

区
、
た

と
患
れ

」
疾
さ

療
肝
分

医
、
区

要
血
て

「
貧
し

び
、
連

及
患
関

」
疾
に

導
器
患

分
指
環
疾
く

区
要
循
の
お
お
の
の
日

導
「
　
、
れ
て
な
進
患
人

指
　
は
ず
し
　
推
疾
法

3

画
器
団

計
環
財

次
循
月
4
一
3

第
業
年

業
事
3
。

事
究
1
と

健
研
成
こ

保
査
平
る

「
調
（
す

　
、
る
」
と

は
す
一
考

て
関
討
参

し
に
検
を

関
項
る
）

に
事
す
会

患
的
関
協

疾
術
に
生

器
技
分
衛

環
の
区
衆

。
循
め
導
公

　
、
た
指
本

（5）反復唾液嚥下テスト
　　特定高齢者の候補者の基準に該当する者

血清アルブミン検査
特定高齢者の候補者の基準に該当する者

（6）

肝疾患、騙腎疾患及び糖尿病の
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　生活機能評価の判定
　生活機能の観点から、　「医療を優先すべき」　「生
活機能の著しい低下有り」　「生活機能の著しい低下
無し」に区分する。　生活機能の著しい低下有り」
と区分された者について介護予防に資するサービス
等の利用に当たっての留意事項等を記載する。
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　　　　　　　　　「地域リハビリテーション推進のための指針（案）」

第1　事業の目的
　　　　地域り．、ビリテーションは、活力ある超高齢社会の実現や寝たきり予防対策にと

　　　って重要であることから、都道府県が行う地域リハビリテーション推進のための事

　　　業及び脳卒中情報システムの整備活用1こより、地域における保健事業の効果白勺・

　　　効率的な実施に資することを目的とする。

第2　事業の実施主体

　　　　都道府県とする。

第3　地域リハビリテーション支援体制の整備

　1　趣旨
　　　　高齢者が寝たきり状態になることを予防するためには・脳卒中や骨折等によ登障

　　　害発生時においては、急性期リハビリテーション及びその後の回復期リハビリアコ

　　　シ．ン、また、病状安定期にある場合や廃用症候群に対しては・維持期リハビ物

　　　一シ．ンというように、高齢者それぞれの状態に応じた適切なハビリテーションが

　　　提供されることが必要である。
　　　　さらに、障害を持つ者や高齢者が、閉じこもり状態となり、老化に伴う心身機能

　　　の低下とあわせて寝たきり状態となることを予防し・住み慣れた地域に麹て・生

　　　涯にわたって生き生きとした生活を送ることができるよう・保健・医療●福祉の関

　　　係者のみならず、ボランティア等の地域における住民が参画して行う・レ’わゆる地

　　　域リハビリテーションが適切に行われることも重要である。

　　　　　地域リハビリテーションは、上記のように、高齢者の様々な状況に応じたりハ

　　　　ビリテーションが、適切かつ円滑に提供される体制の整備を図るものである。

　　2　事業内容
　　（1）都道府県リハビリテーション協議会
　　　　　都道府県は、保健・医療・福祉の関係者で構成される「都道府県リハビリテー

　　　　　ション協議会」（以下「協議会」という。）を設置するものとする。

　　　ア　協議会の構成
　　　　　　協議会は、都道府県医師会、都道府県病院協会、都道府県老人保健施設協会・

　　　　　都道府県看護協会、都道府県理学療法士会、都道府県作業療法士会・等の関係

　　　　　　団体、保健所、市町村、患者の会、家族の会の代表者及びその他事業の推進に

　　　　　　必要と認められる者を構成員とする。

　　　　イ　協議会の役割
　　　　　（ア）都道府県及び地域におけるリハビリテーション連携指針の作成

　　　　　　　　　脳卒中等の疾患について、急性期から回復期、維持期へと必要なリハビ

　　　　　　　　リテーションの内容が移行していく過程、さらに障害を持つ者等の閉じこ



　　　　　　もりや寝たきり状態の予防対策等についての十分な理解を踏まえ、医療機

　　　　　　関と保健、福祉の担当機関との円滑な連携確保のための指針を作成する。

　　　　（イ）都道府県リハビリテーション支援センター・地域リハビリテーション広域

　　　　　　支援センターの指定に係る調整・協議

　　　　　　　協議会は、（2）及び（3）に掲げる都道府県リハビリテーション支援セ

　　　　　　ンター及び地域リハビリテーション広域支援センターの指定のために必要

　　　　　　な調整及び協議を行う。

（2）都道府県リハビリテーション支援センター

　　　　都道府県は、協議会の意見を聴いて、地域リハビリテーションを推進するため

　　　の中核として、以下に掲げる事業を実施する都道府県リハビリテーション支援セ

　　　ンターを1箇所指定するものとする。

　　ア　地域リハビリテーション広域支援センターヘの支援

　　　　　都道府県リハビリテーション支援センターは、地域リハビリテーション広域

　　　　支援センターに対して、人的支援、新たなリハビリテーション技術の研修等を

　　　　行う。

　　イ　リハビリテーション資源の調査・研究

　　　　　リハビリテーションの実施及び関係機関との連携に資するため、地域におけ

　　　　るリハビリテーションの実施体制等に関する調査を実施する。’

　　ウ　関係団体、医療機関との連絡・調整
　　　　　’関係団体、医療機関（救急医療実施医療機関を含む。）との連携を密に行い、

　　　　必要な連絡調整を実施する。

（3）地域リハビリテーション広域支援センター

　　　都道府県は、協議会の意見を聴いて、以下に掲げる事業を実施する地域リハビリ

　　テーション広域支援センターをおおむね老人保健福祉圏ごとに1箇所指定するもの

　　とする。

　　ア　地域におけるリハビリテーション実施機関の支援

　　　　（ア）地域住民の相談への対応に係る支援

　　　　（イ）福祉用具、住宅改修等の相談への対応に係る支援

　　イ　リハビリテーション施設の共同利用

　　ウ　地域におけるリハビリテーション実施機関等の従事者に対する援助・研修

　　　　（ア）地域におけるリハビリテーション実施機関の従事者に対する実地の技術援

　　　　　　助
　　　　！（イ）リハビリテーション従事者に対する研修

　　工　地域における関係団体、患者の会、家族の会等からなる連絡協議会の設置・運

　　　　営
（4）地域リハビリ調整者養成研修

　　　　在宅の寝たきり老人等に対して、地域における社会資源を活用しつつ、一人一

　　　人の需要及び心身の状況等に応じて最も適していると認められるリハビリテーシ



　ヨンサービスを提供するため、地域におけるリハビリテーションに関する調整相」

　談及び指導等（以下「地域リハビリ・コーディネーション」という。）を行う者（以

　下「地域リハビリ調整者」という。）を養成するための研修を実施するものとす

　る。

ア　研修の内容

　　研修内容は、おおむね次に掲げる事項とするが、地域の実情に応じた実務的な

　研修を実施すること。

　（ア）地域リハビリ・コーディネーションに関する基礎的知識の習得

　（イ）地域リハビリ調整者の役割

　　　　　地域リハビリ調整者の役割としては、概ね次のとおりである。

　　　a　在宅の寝たきり老人等の心身の状況及びリハビリテーションに関する需

　　　　要の把握、並びに地域における保健・医療・福祉のサービスとの連絡・調

　　　　整

　　　b　在宅の寝たきり老人等に対する地域住民の理解を深めるため、家族会及

　　　　びボランティア等の地域組織の育成・支援

　　　c　地域リハビリ・コーディネーションの観点からみた地域における保健・

　　　　医療・福祉サービスの実態把握及びその問題点の改善に係る企画・調整

　（ウ）地域リハビリ・コーディネーションの具体的な援助活動の進め方

　　　　　地域での活動事例等の研究を通した地域リハビリ・コーディネーション

　　　　の果たす役割及び援助活動方法の習得に関すること。

　　（エ）その他地域リハビリ調整者に必要な知識及び技術

　　　　　なお、講師については、地域リハビリ・・コーディネーションに関する専

　　　　門的な知識又は弦術を有する者を選定すること。

イ　受講対象者

　　　受講対象者は、原則として市町村の職員であって、在宅の寝たきり老人等に

　　対する保健又は福祉に関する業務に従事する保健師、看護師、i理学療法士、作

　　業療法士、社会福祉士、介護福祉士及び言語聴覚士等とする。

ウ　受講人員

　　　受講人員は、原則として毎年各市町村1名以上が受講できる適切な規模を設

　　定するものとする。

　　　なお、1回当たりの受講定員の設定に当たっては、交通の利便等を考慮しつ

　　つ、研修の実効を上げられるよう配慮すること。

工　研修期間

　　　1回の研修期間は、3日間程度とする。

オ　開催場所、

　　　都道府県が指定する場所とする。

カ　その他留意事項

　　　開催時期の選定に当たっては、受講対象者が参加しやすい時期を考慮して決



定すること。



第4　脳卒中情報システムの整備

　1　趣旨
　　　　寝たきり予防対策を効果的に推進するため、医療機関から保健所等に提供される

　　　脳卒中患者の診療情報等をもとに、市町村がこれら在宅脳卒中患者に対する適切な

　　　保健福祉サービスの実施を図るための脳卒中情報システムの整備を行うものである。

　2　脳卒中委員会の設置
　　　　都道府県は1保健・医療・福祉の関係者から構成する「脳卒中委員会」（以下「委

　　　員会」という。）を設置するものとする。

　　（1）委員会の構成
　　　　　委員会は、一保健所、医師会、学識経験者及び脳卒中情報システムの整備に係わ

　　　　る専門家等によって構成するものとする・

　　（2）委員会の運営
　　　　　委員会は、次の事項について審議し、その結果を都道府県知事に報告するもの

　　　　とする。
　　　ア　寝たきり予防対策を効果的、効率的に推進するため、脳卒中患者の登録を実

　　　　施するとともに、医療機関からの保健所等に提供される脳卒中患者の診療情報等

　　　　をもとに、市町村がこれら在宅脳卒中患者に対する適切な保健福祉サービスの実

　　　　施を図ることを目的とした脳卒中情報システムの整備の実施について、情報提供

　　　　件数、早期訪問の実施状況、適切な保健福祉サービスの選定・提供等の観点から

　　　　評価を行う。
　　　イ　その他脳卒中情報システムの評価に必要な事項を検討する。

　13　事業の実施方法
　　（1）脳卒中の登録の方法については、地域の実情を考慮しつつ・関係諸機関の協力を

　　　得て決定するものとする。
　　　　　なお、登録を実施するに当たっては、「脳卒中登録管理ガイドライン」　（厚生省

　　　循環器病研究委託費による地域における脳卒中の登録と管理に関する研究班、昭和’

　　　　57年3月）を参考にするものとする。
　　（2）収集した情報は個人ごとに整理するとともに患者登録票を作成し・その保管に当

　　　　たっては個々の患者の秘密が保持されるよう厳重に注意するものとする・

　　（3）収集、整理した登録情報に基づき、脳卒中患者のり患率、受療状況、生存率等を

　　　　集計及び解析するものとする。
　　　　　なお、解析した結果については年毎にまとめ、関係機関に報告するものとする。

　　（4）登録に当たっては、その精度を常に管理し、その向上に努めるものとする・その『

　　　　ため、医療機関等に対し届出体制の整備を依頼するとともに、必要に応じて医療機

　　　　関等に出張し、情報を採録するものとする。．

　　（5）保健所は、医療機関から提供された脳卒中患者（以下「玄寸象者」という6）の診療

　　　　情報等を整理するとともに、対象者の住居地の市町村が同じ情報を受けているか確



　　認し、受けていない場合は、整理した情報を当該市町村に対し、速やかに連絡する

　　ものとする。
（6）市町村は、医療機関もしくは保健所からの対象者の情報をもとに・保健●医療●

　　福祉の各担当部門が連携を密にして、対象者に必要な保健福祉サービスを選定し、

　　対象者及びその家族の意向を踏まえたうえで、適切なサービスを提供するものとす

　　　るロ
　　　　また、保健所が同じ情報を受けているか確認し、受けていない場合は・その情報

　　　を速やかに連絡するものとする。
　（7）保健所は、管内市町村における脳卒中情報システムの実施状況をとりまとめ

　　　脳卒中委員会に報告するものとする。

4　実施上の留意事項
　（1）都道府県は、医療機関、市町村等関係機関と密接な連携を保ちつつ・本システム

　　　を実施するものとする。
　　　　特に、本システムが効果的に行われるよう市町村に対し適切な指導を行うととも

　　　に、医療機関等に対し本システムの趣旨を周知徹底し、積極的な協力が得られるよ

　　　う努めるものとする。
（2）本システムの関係者は、対象者のプライバシーの保護に＋分留意し・個人情報が

　　　部外者に漏洩することがないよう、秘密厳守に徹するものとする。

（3）対象者の登録に当たっては、医療機関等において本システムの趣旨等を＋分1こ説

　　　明し、対象者の同意を得ることを原則とする。



介護予防市町村支援事業実施要綱（案）

第1　事業の目的
　　市町村（特別区を含む。以下同じ。）においては、高齢者が要支援・要介

　護状態となることの予防又はその悪化の防止（以下「介護予防」という。）

　を目的として、平成18年度より介護保険法に基づく予防給付・地域支援事業

　における介護予防事業及び老人保健事業の基本健診において実施する介護予

　防のための生活機能評価（以下「介護予防関連事業」という。）が新たに実

　施される。

　　介護予防関連事業は、・超高齢社会を迎えるに当たって、活力ある社会を構

　築していく上で重要な意義を有するものである。その効果的な実施に当たっ

　ては、住民や事業に従事する関係者等が介護予防の重要性や事業の趣旨等に

　ついて十分に理解し、高齢者自らが積極的に事業に参加するとともに、市町

　村によって適切に事業・サービスが提供されることが求められる。

　　このため、都道府県が介護予防に関する普及啓発、市区町村の担当者等の

　資質の向上及び介護予防関連事業の事業評価等を行い、市町村における効果

　的な介護予防関連事業の実施を支援することを目的として、介護予防市町村

　支援事業（以下「本事業」という。）を実施する。

第2　実施主体
　　本事業の実施主体は、都道府県とする。

第3　事業内容
　　事業内容は、次に掲げる事項とする。

1　介護予防市町村支援委員会の設置及び運営

2　介護予防に関する普及啓発

3　介護予防関連事業に従事する者に対する研修

4　介護予防関連事業の事業評価

5　その他必要と認められる事項

第4　介護予防市町村支援委員会の設置及び運営

1　趣旨
　　都道府県は、市町村における介護予防関連事業の効果的、効率的な実施を

　支援するため、介護予防市町村支援委員会（以下「支援委員会」という。）

　を設置する。
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2　組織

（1）支援委員会の構成
　　　支援委員会は、医療関係団体、市町村、介護保険事業者、住民、保健所

　　長、学識経験者等により構成する。

（2）専門部会の設置
　　　専門的見地から調査・検討を行うため、支援委員会に、　「運動器の機能

　　向上部会」、’「ロ腔機能の向上部会」、「栄養改善部会」、「閉じこもり・

　　認知症・うつ部会」の4部会を設置するものとする。なお、支援委員会及

　　び部会の構成員との重複や合同で開催することを妨げない。

3　運営
　　支援委員会は、次の事項について調査・検討し、その結果を都道府県に報

告するものとする。

（1）介護予防の普及啓発に関すること

（2）介護予防関連事業に従事する人材の確保及び資質向上に関すること

（3）介護予防関連事業の事業評価に関すること

（4）その他介護予防関連事業の適切な実施に必要な事項に関すること

4　実施上の留意事項
　　都道府県は、支援委員会における調査・検討の結果を踏まえ、必要な措置

　を講ずるものとする。

第5　介護予防に関する普及啓発

1　趣旨
　　都道府県は、市町村との連携を図りつつ、住民等に対して、介護予防につ

　いての十分な理解を促進し、介護予防関連事業の効果的かつ適切な推進を目

　的とし、広域的な普及啓発を行う。

2　普及啓発の内容
　　都道后県は、年度ごとに普及啓発計画を策定し、次に掲げる事項について

適宜実施する。

（1）イベント、講演会、街頭キャンペーン等の開催

（2）ポスター、リーフレット、ビデオ等の普及啓発資料の作成・配布

（3）広報、インターネット等を活用した情報提供

（4）その他介護予防に関する普及啓発に関する事項



3　実施上の留意事項
　　都道府県は、市町村が行う普及啓発事業との連携を図り、その実施を支援

　するとともに、住民に対するアンケートの実施等により、より効果的な普及

　啓発の実施に努めるものとする。また、普及啓発計画は・支援委員会におけ

　る検討を踏まえ策定するものとする。

第6　介護予防従事者研修会の開催

1　趣旨
　　都道府県ば、介護予防関連事業に従事する者の資質の向上を図ることを目

　的に、介護予防従事者研修会（以下「研修会」という。）を開催する。

2　研修会の区分
　　研修会の区分は、次のとおりとする。

（1）市町村職員等の行政担当者に対する研修

（2）介護予防関連事業の実施担当者に対する研修

3　研修会の内容
　　都道府県は、年度ごとに研修会の実施計画を策定し、研修会の区分ごとに、

　次に掲げる内容の研修会を開催する。

（1）市町村職員等の行政担当者に対する研修

ア　制度の概要

イ，事業実施計画の策定方法

ウ　事業展開の方法

工　事業評価の方法

オ　安全管理の方法

力　その他介護予防関連事業の運営・管理に資する内容

（2）介護予防関連事業の実施担当者に対する研修

　ア　制度の概要
　イ　次に掲げる介護予防プログラムの実施方法（実習を含む。）

　　（ア）運動器の機能向上

　　（イ）栄養改善

　　（ウ）ロ腔機能の向上

　　（エ）閉じこもり予防・支援

　　（オ）認知症予防・支援

　　（カ）うつ予防・支援
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　　ウ　安全管理の方法

　　工　介護予防に関する効果の評価方法

　　オ　その他介護予防関連事業の効果的・効率的実施に資する内容

4　研修期間及び受講人員

　　研修期間及び受講人員は、研修内容を踏まえ、適切に設定すること。

5開催回数
　　開催回数は、研修会への参加状況等を踏まえ、適切に設定すること。

6　開催場所
　　研修内容等を踏まえ、適切な実施が可能な場所とすること。

7　実施上の留意事項
　　研修会の実施計画は、支援委員会における検討を踏まえ策定するもの幸す

　る。

第7　介護予防関連事業の事業評価

1　趣旨
　　都道府県は，市町村が実施する介護予防関連事業について・その実施状況及

　びその事業による介護予防の効果等に関する情報の収集・分析及び市町村に対

する助言を行う。

2　事業評価の内容
　　支援委員会は、次に掲げる事項について評価を実施し、都道府県に報告す

　る。

（1）実施内容・方法

　（2）実施体制

　（3）介護予防の効果

　（4）その他介護予防関事業の効果的実施に資する事項

3　事業評価結果の公表等

　　都道府県は、市町村の行う介護予防関連事業の評価結果について、市町村

　に還元するとともに、公表する。

4　国の取組への協力
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　国においては、別に定める「継続的評価分析支援事業実施要綱」において

介護予防関連事業の効果の評価を行うこととしており、都道府県は、国の求

めに応じて本事業の検討結果の報告等、必要な協力を行うものとする。

5　実施上の留意事項
（1）都道府県は、事業評価の実施に当たっては市町村や事業者と十分に連絡・

　調整を行うとともに、関係団体及び関係機関に対し、事業評価の趣旨を周知

　徹底して積極的な協力を求めるものとする。

（2）介護予防関連事業の事業評価に関する甲や他の都道府県の取組との連携

　を十分に図るよう努めるものとする。
（3）事業評価結果の公表に当たっては、介護予防関連事業の利用者の個人情

　報の保護に十分に配慮するものとする。

第8　経費の負担
　　都道府県がこの実施要綱に基づき実施する事業に要する費用については、

　厚生労働省が別に定める「介護保険事業費補助金交付要綱」に基づき、実施

　計画を勘案の上、予算φ範囲内で国庫補助を行うものとする。

第9　留意事項

1　関係機関との連携
　　都道府県は、本事業の実施に当たっては、関係団体等との連携を密にする

　ものとする。

2　報告・
　　都道府県は、別に定めるところにより、本事業の実施状況等を厚生労働大

臣に報告するものとする。

第10　施行期日
　この要綱は、平成18年4月1日から施行する。

5



　　　　　　　　　介護予防事業報告（仮称）について

1　対象市町村

　全市町村

2　報告内容

　　別紙のとおり。

3　事業報告の時期

　　平成18年度～
　　各年度の実績等を次年度に報告する。



介護予防事業報告（案）

別紙

1　介護予防一般高齢者施策

（1）介護予防普及啓発事業

講演会等 相談会等 イベント等

開催回数 回 回 回

参加者延数 人 人

・「講演会等」は、集団を対象に普及啓発を図る事業のうち、参加者数φ把握が可能なも

　のについて計上すること。

・「相談会等」は、個別の相談に対応するための事業について計上すること。なお、参加

　者がいなかった場合は、　「開催回数」に含まないこと。

・「イベント等」は、集団を対象に普及啓発を図る事業のうち、街頭キャンペーン等のよ

　うに、参加者数の把握が困難なものについて計上すること。

・「参加者延数」の欄は、各回の参加者数の合計数を記入する。

（2）地域介護予防活動支援事業

ボランティア育成

ﾌための研修会等

地域活動組織への

@支援・協力等

実施回数 回 回

参加者延数 人

・rボランティア育成のための研修会等」は、ボランティアとして活動する意志を有する

一般の住民を対象として開催する研修会等の事業について計上すること。

・r地域活動組織への支援等」は、地域活動組織に対して支援を行う事業について計上す

　ること。支援の方法（職員の派遣、会場の提供、活動費の助成等）は問わない。



L

65－69歳 70－74歳 75－79歳 80－84歳 85歳以上 計

人ロ 人 人 人 人 人 人

年間発生数 人 人 人 人 人 人

年間終了数 人 人 人 人 人 人

改善数

ｫ化数

�亡数

ｻの他

s明

人
人
人
人
人

人
人
人
人
人

人
人
人
人
人

人
人
人
人
人

人
人
人
人
人

人
人
人
人
人

年度末時点数 人 人 人 人 人 人

2　介護予防特定高齢者施策

（1）特定高齢者把握事業関係

①特定高齢者数の動向

［男女合計］［男性］［女性］

・該当する者の数を、男女別及び年齢階級別に計上すること。

・「犀間発生数」は、当該年度中に、新たに特定高齢者と決定された者の数を計上すること。

・「年間終了数」は、当該年度中に、特定高齢者ではなくなった者の数について、「改善数」、

　「悪化数」、「死亡致」、「その他」に区分して計上すること。

・「改善数」は、状態の改善により、介護予防特定高齢者施策を終了した者の数を計上する

　こと。

・「悪化数」は、入院、要支援・要介護状態への移行等、状態の悪化により、介護予防特定

　高齢者施策を終了した者の数を計上すること。

・「死亡数」は、死亡により、介護予防特定高齢者施策を終了した者の数を計上すること。

・「その他」は、転居や本人の意向などの、心身の状態とは関係のない理由により」介護予

　防特定高齢者施策を終了した者の数を計上すること。

・「不明」は、介護予防特定高齢者施策を終了した理由が明確でない者の数を計上すること。

・「年度末時点数」は、年度末時点において、現に、介護予防ケアプランに基づき、介護予

　防特定高齢者施策の事業に参加している者の数を計上すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一2一



）
計 男性 女性

特定高齢者の年間発生数 人 人 人

本人・家族からの相談 件 件 件

基本健康診査（生活機能評価） 件 件 件

医療機関からの情報提供 件 件 件

民生委員からの情報提供 件 件 件

地域住民からの情報提供 件 件 件

把
　
握
　
経
　
路

要介護認定非該当者 件 件 件

訪問活動による実態把握一 件 件 件

高齢者実態把握調査 件 件 件

要支援・要介護者からの移行 件 件 件

その他 件 件 件

②把握経路別の特定高齢者数

・当該年度中に、新たに特定高齢者と決定された者について、把握の経路別に計上するこ

　と。

・「年間発生数」は、当該年度中に、新たに特定高齢者と決定された者の数を計上すること。

．r把握経路」の内訳を、r本人・家族からの相談」、r基本健康診査（生活機能言平価）」・「医

　療機関からの情報提供」、「民生委員からの情報提供」、「地域住民からの情報提供」、「要

　介護認定非該当者」、「訪問活動による実態把握」、「高齢者実態把握調査」、「要支援・要

　介護者からの移行」、「その他」に区分して計上すること。

・同一人が複数の経路で把握された場合には、該当する経路のそれぞれに計上すること。

　ただし、「基本健康診査（生活機能評価）」については、既に把握されていた者について、

　基本健康診査への受診を勧奨した場合を除くものとする。
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（2）通所型・訪問型介護予防事業関係

①通所型介護予防事業の実施状況

介護予防プログラム 実施箇所数 実施回数 参加実人数 参加延人数

運動器の機能向上 箇所 回 人 人

栄養改善 箇所 回 人 人

口腔機能の向上 箇所 回 人 人

その他 箇所 回 人 人

計 箇所 回 人 人

・通所型介護予防事業の実施状況について、r運動器の機能向上」、「栄養改善」・「ロ腔機能

　の向上」、「その他」の介護予防プログラムの種類別に区分して計上すること

・「実施箇所数」は、当該年度中に、当該プログラムが宰施された場所の数について計上す

　ること。同一の場所で複数の介護予防プログラムが実施された場合は、該当する介護予

　防プログラムのそれぞれに計上すること。

・「実施回数」は、当該年度中に、当該プログラムが実施された回数について計上すること。

　同一の場所・日時に、複数の介護予防プログラムが実施された場合は、該当する介護予

　防プログラムのそれぞれに計上すること。

，r参加実人数」は、当該年度中に、通所型介護予防事業に参加した実人数について計上す

　ること。複数の介護予防プログラムに参加した場合は、該当する介護予防プログラムの

　それぞれに計上すること。

・「参加延人数」は、当該年度中に、通所型介護予防事業に参加した延人数について、開催

　した場所ごとに、1日を1単位として計上すること。複数の介護予防プログラムに参加

　した場合は、該当する介護予防プログラムのそれぞれに計上すること・
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②訪問型介護予防事業の実施状況

介護予防プログラム 訪問回数 被訪問実人数 被訪問延人数

運動器の機能向上 回 人 人

栄養改善 回 人 人

ロ腔機能の向上 回 人 人

閉じこもり予防・支援 回 人 人

認知症予防・支援 回 人 人

うつ予防・支援 回 人 人

その他 回 人 人

計 回 人 人

・訪問型介護予防事業の実施状況について、「運動器の機能向上」、「栄養改善」、「口腔機能

　の向上」、「閉じこもり予防・支援」、「認知症予防・支援」、「うつ予防・支援」、「その他」

　の介護予防プログラムの種類別に区分して計上すること。

・「訪問回数」は、当該年度中に、訪問した回数について計上すること。同一の訪問時に、

複数の介護予防プログラムが実施された場合は、該当する介護予防プログラムのそれぞ

　れに計上すること。

・「被訪問実人数」は、当該年度中に、訪問型介護予防事業により訪問を受けた実人数につ

　いて計上すること。同一の訪問時に、複数の介護予防プログラムが実施された場合は、

　該当する介護予防プログラムのそれぞれに計上すること。

・「被訪問延人数」は、当該年度中に、訪問型介護予防事業により訪問を受けた延人数につ

　いて、1日を1単位として計上すること。同一の訪問時に、複数の介護予防プログラム

　が実施された場合は、該当する介護予防プログラムのそれぞれに計上すること。
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③　特定高齢者からの要支援・要介護認定者数の状況

［男女合計］［男性］［女性］

65－69歳 70－74歳 75－79歳 80－84歳 85歳以上 合　計

特定高齢者延数 人 人 人 人 人 人

要支援1 人 人 人 人 人 人

要支援2 人 人 人 人 人 人

要介護1 人 人 人 人 人 人

要介護2 人 人 人 人 人 人

要介護3 人 人 人 人 人 人

要介護4 人 人 人 人 人 人

要介護5 人 人 人 人 人 人

・‘ ﾁ定高齢者延数は、当該年度中に特定高齢者であった者の数（年間終了数＋年度末時点

　数）を年齢階級別に計上すること。

・当該年度中に、特定高齢者であった者のうち、当該年度中に、新たに要支援又は要介護

認定を受けた者の数を、年齢階級別、要支援・要介護度別に区分して計上すること
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④特定高齢者の主観的健康感の状況

参　加　後

よい まあよい ふつう
あまり

謔ｭない
よくない 不明 計

よい 人 人 人 人 人 人 人

まあよい 人 人 人 人 人 人 人

ふつう 人 人 人 人 人 人 人
参
　
加
　
前

あまりよくない 人 人 人 人 人 人 人

よくない 人 人 人 人 人 人 人

不明 人 人 人 人 人 人 人

計 人 人 人 人 人 ・人 人

・開始時、終了時ともに当該年度中であった介護予防ケアプランについて、当該介護予防

　ケアプランに基づく介護予防プログラムに参加した前後の特定高齢者の主観的健康感の

状況を計上すること。

・主観的健康感は、国民生活基礎調査で使用している設問「あなたの現在の健康状態はい

　かがですか」に対する回答別（よい・まあよい・ふつう・あまりよくない・よくない）

　に計上すること。



⑤　特定高齢者の基本チェックリストの状況

参　加　後

0－5 6－10 11－15 16－20 21－25 不明

0－5項目 人 人 人 人 人 人

6司0項目 人 人 人 人 人 人
参
　
加
　
前

11－15項目 人 人 人－ 人 人 人

16－20項目 人 人 人 人 人 人

21－25項目 人 人 人 人 人 人

不明 人 人 人 人 人 人

・開始時、終了時ともに当該年度中であった介護予防ケアプランについて、当該介護予防

ケァプランに基づく介護予防プログラムに参加した前後の基本チェックリストの状況を・

　陽性数の区分ごとに計上すること。
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継続的評価分析支援事業の概要（案）

1　目的
　　市町村の実施する地域支援事業における介護予防事業及び予

　防給付（以下「介護予防関連事業」という。）に係る介護予防プ

　ログラム等（基本健康診査項目等を含む。以下同じ。）に関して

　より効果的な介護予防関連事業の推進を行うための事業を実施

　する。

2　実施主体
　　事業の実施主体は、市町村（特別区を含む。）1とする。

　　本事業の一部を適切な事業運営が確保できると認められる団

　体等に委託することができる。

3　事業内容
　　以下の内容のうち全部又は一部を選択し実施するものとする・

（1）介護予防関連事業に関する詳細なデータ収集を実施する（別

　　紙参照）。

（2）介護予防関連事業に関する先駆的な取組を実施する。

（3）特定高齢者の把握・選定方法について検証し、より的確な

　　手法を開発する。

4　負担割合　10／10

5　箇所数　100カ所程度
　　　　　　※　都道府県を通じ募集する予定。



別紙

∠フ1設7凹甲禾w貢†脚旧称 第1回介護予防ケアマネジメント時 第2回介護予防ケアマネジメント時 第3回介護予防ケアマネジメント時 第4回介護予防ケアマネジメント時 第5回介護予防ケアマネジメント時 第6回介護予防ケアマネジメント時

○年○月 ○年○月． ○年○月 ○年○月 ○年○月 ○年○月

要支援・介護度

基本チェックリスト

主観的健康感

身長・体重（BMI）

，

■

■

●

■

　　　　　　　　　　　モデル事業の個人データ票（イメージ）

1基本データ
ーD番号、市町村コード、性別、生年月日、家族構成（配偶者、同居者）、現病歴、既往歴等

2介護予防事業の評価指標

φ串禾W　L〈ノW門曾
1クール目 2クール目 3クール目 4クール目 5クール目 6クール目

○年○月 ○年○月 ○年○月 ○年○月 ○年○月 ○年○月開始日

I了日 ○年○月 ○年○月 ○年○月 ○年○月 ○年○月 ○年○月

事業（サービス）1（介護予防通所介護等）

事業者名（コード番号等）

実施頻度（週1回、週2同等）

プログラム内容（運動器の機能向上等）

事業（サービス）2（介護予防通所介護等）

事業者名（コード番号等）

実施頻度（週1回、週2同等）

プログラム内容（運動器の機能向上等）

事業（サービス）3（介護予防通所介護等）

■

■

3事業（サービス）の内容

4転帰
○終了年月日

○終了理由（改善、悪化、死亡etc）
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都道府県

指定都市

中核市

老人保健事業担当課　御中

厚生労働省老健局老人保健課

老人保健法に基づく基本健康診査の一部を原子爆弾被爆者に対する

援護に関する法律（平成6年法律第117号）第7条に規定する健

康診断と同時に実施する場合の費用負担等の取扱いについて

　老人保健事業の推進につきましては、日頃より御協力いただき感謝申し上げます。

　さて、老人保健法に基づく基本健康診査（以下「基本健康診査」という。）における

生活機能評価の項目の取扱いについては、平成17年11月22日付け事務連絡等でお

示ししているところですが、今般、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第7条に

規定する健康診断と基本健康診査の一部を同時に実施（以下「同時実施」といラ。）す

る場合の費用負担等について、下記のとおり取り扱うこととしましたので、遺漏のない

ようお願いいたします。

記

1　基準額の設定
　　同時実施する場合の基準単価を設けることとしたこと（具体的な基準単価について

　は、保健事業費等国庫補助（負担）金交付要綱により定める。）。

2．基準額の適用
　　同時実施する場合の基準額については、次に掲げる健診と同時に実施する場合につ



いて適用できること。
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行規則（平成7年厚告省令第33号）

第・9条1こ規定する被爆者に対する健康診断のうち・都道艦・事力 k及び場所を
指定して行う健康診断（以下r原爆被爆者に対する定期健診」といっ・）

3．検査項目

に鴇灘難蠕灘遼灘欝欝襟
　する項目とすること。
．問診（生活機能に関する評価項目（基本チェックリスト）に限る・）

　．　身体計測（身長、体重及びBMI、）
．理学的検査（。腔内の視診、関節の触診・反復唾嚥下テスト（※））

　・　心電図検査（※）

　・　血清アルブミン検査（※）

4．費用負担
　　同日寺実施する場合の基本健診における生活機能評価の項目1こ係る費用については・

　保健事業費等負担金により負担する。

5．実施に当たっての留意事項

繰難蝦藻難繋1鍵鐸灘嚢
及び原爆被爆者に対する定期健診の実施に支障がないよう配慮すること・

　　　　　　　照　会　先

厚生労働省老健局老人保健課

　担当課長補佐神ノ田（内）3965
　　　　　　課長補佐　　　須　藤（内）3945

　　　　　　保健指導係長佐久間（内）3946

　TEL（代）03（5253）1111

　TEL（直）03（3595）2490
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指定都市

中核市

老人保健事業担当課長　殿

厚生労働省老健局老人保健課

　　　　　　　予　算　係　長

　　　　　　　保健指導係長

平成i8年度保健事業費等国庫負担（補助）金の交付基準単価（案）について

　老人保健事業の推進につきましては、平素より格別の御配慮をいただき感謝申し上げ

ます。

　さて、平成18年度における保健事業費等の交付基準単価については、別添「平成

18年度保健事業費等国庫負担（補助）金交付基準単価（案）」により平成18年4月

1日から適用することとしておりますので、御了知の上、その取扱いに遺漏なきよう各

市町村に対する周知方よろしく御願いいたします。



、ロノ四種甲木具寸尺」＿呂
交付基準

P価（案）

費用徴収

譓�（案）

（1）老人保健法第25条第1項の規定により医療を受けることのできる者

円
1
1
0

　円

1　健康

闥｠作成費 ただし、医療受給者証のみを交付する場合 11 一

（2）40歳以上で（1）以外の者 100 一

（1）個別健康教育 高血圧 医療機関実施 17，410 ｝2　健康

ｳ育費 市町村実施 16，755 『

糖尿病 医療機関実施 22，070 一

市町村実施 17，205 一

高脂血症 医療機関実施 18，490 一

市町村実施 17，355 一

喫　　煙 医療機関実施 6，170 一

市町村実施 6，756 一

（2）集団健康教育 1万人未満 642，000 一

1万人以上3万人未満 687，000 一

3万人以上10万人未満 777，000 一

10万人以上30万人未満 963，000 一

30万人以上 1，886，000 一

1万人未満 157，000 一3　健康

樺k費 1万人以上3万人未満 200，000 一

3万人以上10万人未満 313，000 一

10万人以上30万人未満 612，000 一

30万人以上 2，524，000 一

（1）基本健康診査費 ア　基本健康診査費 集団検診 4，240 1，3004　健康

f査費
生活機能評価のみ
ﾊ途実施

2，570 800

保健所 4，016 1，200

生活機能評価のみ
ﾊ途実施

2，347 700

生活機能評価のみ
ｯ時実施

403 100

医療機関 一括方式 7，978 2，400

個別方式 9，972 3，000

生活機能評価のみ

ﾊ途実施
．6，962 2，100

生活機能評価のみ
ｯ時実施

2，101 600

医師に看護師を帯同させる場合 12，695 一イ　訪問基本

@　健康診査費 医師のみの場合 9，361 一

医師に看護師を帯同させる場合 12，695 一ウ　介護家族訪問

@　基本健康診査 医師のみの場合 9，361 一

（2）歯周疾患検診費 40歳、50歳、60歳、70歳の者 4，227 1，300

（3）骨粗鬆症検診費 40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳及び70歳の女性 4，675 1，400

（4）渡航費 検診車の離島渡航費で厚生労働大臣が認めた額 一 一

別　添
　　　　　　　平成18年度保健事業費等国庫負担（補助）金交付基準単価（案）

（目）保健事業費等負担金



交付基準

P価（案）

費用徴収

譓�（案）

ア　事業実施通知費 50 一

4　健康

f査費

（5）健康診査実施

@　連絡等費 イ　受診結果連絡費 158 一

ウ　検診記録簿作成費 48 一

（6）健康度評価事業費 1，693 一

（7）肝炎ウイルス検診 節目検診
基本型（c型＋B型実施） 3，677 1，200医療機関

ﾏ託方式 B型を希望しない場合 3，320 1，000

C型を希望しない場合 1，869 600

基本型（c型＋B型実施） 2，195 700集団方式

i保健所実施

煌ﾜむ）

B型を希望しない場合 1，838 600

c型を希望しない場合 412 100

基本型（c型＋B型実施） 5，778 1，700要指導者等検診

i節目外検診）

@　　　　　（＊注）

医療機関

ﾏ託方式 B型を希望しない場合 5，421 1，600

C型を希望しない場合 3，970 1，200

（1）事業費
9，000 一

5　機能

P練費
ただし、リフトバス等による送迎を実施する場合は、 23，000 一

（2）器具整備費 958，000 一

（3）送迎車購入費
4，500，000 一

1万人未満 14，000 一

6　訪問

w導費
1万人以上3万人未満 23，000 一

3万人以上10万人未満 66，000 一

10万人以上30万人未満 265，000 一

30万人以上 769，000 一

（＊注）当単価は基本健康診査と別に検診日を設けて節目外検診を実施する場合の単価である。

　　　基本健康診査と同一日に実施する場合は、節目検診の単価を使用すること。



（参考）

集団検診

保健所

医療機関

（一括方式）

医療機関

（個別方式）

生活機能評

価のみ別途

実施

生活機能評

価のみ同時

実施

・市町村が医師等を雇い上げの委託をし、市町村保健センター・

公民館等の施設で実施。

・検診車で検診を行っている。

・医療機関（一括方式・個別方式）に該当しないもの・

・保健所において、保健所職員及び保健所の機材を使用して検診

を実施。

〔：無繊．難難で実施〕

・検診場所が医療施設（病院・診療所）であること・

・検診委託先が医療機関であり、その医療機関の施設で検診を行

　うこと。

・目時を決めて検診を行うこと。

上記全てを満たすことが条件である。

・検診場所が医療施設（病院・診療所）であること。

・検診委託先が医療機関であり、その医療機関の施設で検診を行

　うこと。

・一
ﾊ外来患者と同様、目時が決まっていないこと。

上記全てを満たすことが条件である。

・医療保険各法その他の法令に基づき、基本健康診査（生活機能

評価を除く。）に相当する保健サービスを受けた者に対し、別

途、市町村が老人保健法に基づき生活機能評価のみを実施する

場合。

・医療保険各法その他の法令に基づき、基本健康診査（生活機能

評価を除く。）に相当する保健サービスを受ける者に対し、市

町村が老人保健法に基づき生活機能評価のみを同保健サービス

　と同時に実施する場合。



保健事業費等負担金の交付基準単価に関するQ＆A

（問1）保健事業費等負担金の交付基準単価として「生活機能評価のみ別途実施」及

　　びr生活機能評価のみ同時実施」が示されたが、基本健康診査において、生活

　　機能評価の項目のみ別途実施できることになったのか。

（答）

　1　生活機能評価の項目については、既にお示ししているとおり、生活機能評価に関

　　する項目については、これまでの基本健康診査の項目も含め、総合的に判断するこ

　　ととしていることから、一体的に実施する必要がある（平成17年12月19日全

　　国介護保険・老人保健事業担当課長会議資料のP28、問1参照。）。

（問2）交付基準単価に新たに設けられた「生活機能評価のみ別途実施」及び「生活

　　機能評価のみ同時実施」の基準単価については、どのような場合に適用できる

　　のか。

（答）

1　新たに交付基準単価として設けた「生活機能評価のみ別途実施」及び「生活機能評

　価のみ同時実施」の基準単価については、医療保険各法その他の法令に基づき、老人

　保健事業の基本健康診査（生活機能評価の項目を除く。）に相当する保健サービスを

　受けた者に対し、老人保健事業により生活機能評価の項目のみを実施する場合に適用

　する単価である。

2　　「生活機能評価のみ別途実施」については、次の要件が満たされている場合に適

用できる。

　　①医療保険各法等による健診を受診していること。

　　②　医療保険各法等による健診の受診結果を入手でき、総合的な判定が可能であ

　　　ること。

　　③　②について、受診者本人が同意していること。

3　　「生活機能評価のみ同時実施」については、次の要件が満たされている場合に適

　用できる。

　　①健診を実施する機関等が、医療保険各法等による健診と基本健康診査の両方を

　　　受託しており、両者を同時に実施する場合の条件等について了解していること。

　　②　同時に実施することについて、受診者本人が同意していること。

4　なお、

　ない。

「医療保険各法等による健診」には、診療の一環として実施する検査は含ま



基本チェックリストの考え方（案）

」撫欝無熱漁篁賭堕藁1落裕1蕊熱＿＿＿＿＿＿．1

基本チェックリストの質問項目 基本チェックリストの質問項目の趣旨

1～5までの質問項目は日常生活関連動作について尋ねています。

1 バスや電車で1人で外出してい 家族等の付き添いなしで、1人でバスや電車を利用して

ますか 外出しているかどうかを尋ねています。バスや電車のな

いところでは、それに準じた公共交通機関に置き換えて

回答して下さい。なお、1人で自家用車を運転して外出

している場合も含まれます。

2 日用品の買い物をしていますか 自ら外出し、何らかの日用品の買い物を適切に行って

いるかどうか（例えば、必要な物品を間違いなく購入し

ているか）を尋ねています。頻度は、本人の判断に基づ

き回答して下さい。電話での注文のみで済ませている

場合は「いいえ」となります。

3 預貯金の出し入れをしています 自ら預貯金の出し入れをしているかどうかを尋ねていま

か す。銀行等での窓口手続きも含め、本人の判断により

金銭管理を行っている場合に「はい」とします。家族等

に依頼して、預貯金の出し入れをしている場合は「いい

え」となります。

4 友人の家を訪ねていますか 友人の家を訪ねているかどうかを尋ねています。電話

による交流は含みません。また、家族や親戚の家への

訪問は含みません。

5 家族や友人の相談にのってい 家族や友人の相談にのっているかどうかを尋ねていま

ますか す。面談せずに電話のみで相談に応じている場合も

「はい」とします。

6～10までの質問項目は運動器の機能について尋ねています。

6 階段を手すりや壁をつたわらず 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っているかどうかを



に昇っていますか 尋ねています。時々、手すり等を使用している程度であ

ればrはい」とします。手すり等を使わずに階段を昇る

能力があっても、習慣的に手すり等を使っている場合に

は「いいえ」となります。

7 椅子に座った状態から何もつか 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がって

まらず立ち上がっていますか いるかどうかを尋ねています。時々、つかまっている程

度であれば「はい」とします。

8 15分位続けて歩いていますか 15分位続けて歩いているかどうかを尋ねています。屋

内、屋外等の場所は問いません。

9 この1年間に転んだことがありま この1年間に「転倒」の事実があるかどうかを尋ねてい

すか ます。

10 転倒に対する不安は大きいで 現在、転倒に対する不安が大きいかどうかを、本人の

すか 主観に基づき回答して下さい。

11～12までの質問項目は低栄養状態かどうかについて尋ねています。

11 6カ月で2～3Kg以上の体重減 6カ月間で2～3Kg以上の体重減少があったかどうかを

少がありましたか 尋ねています。6ヵ月以上かかって減少している場合は

「いいえ」となります。

12 身長、体重 身長、体重は、整数で記載して下さい。体重は1カ月以

内の値を、身長は過去の測定値を記載して差し支えあ

りません。

13～15までの質問項目はロ腔機能について尋ねています。

13 半年前に比べて固いものが食 半年前に比べて固いものが食べにくくなったかどうかを

べにくくなりましたか 尋ねています。半年以上前から固いものが食べにくく、

その状態に変化が生じていない場合は「いいえ」となり

ます。

14 お茶や汁物等でむせることがあ お茶や汁物等を飲む時に、むせることがあるかどうか

りますか を、本人の主観に基づき回答して下さい。

15 口の渇きが気になりますか ロの中の渇きが気になるかどうかを、本人の主観に基

づき回答して下さい。

16～17までの質問項目は閉じこもりについて尋ねています。

16 週に1回以上は外出しています 週によって外出頻度が異なる場合は、過去1ヵ月の状

か 態を平均して下さい。

17 昨年と比べて外出の回数が減 昨年の外出回数と比べて、今年の外出回数が減少傾

っていますか 向にある場合は「はい」となります。

18～20までの質問項目は認知症について尋ねています。

18 周りの人からrいつも同じ事を 本人は物忘れがあると思っていても、周りの人から指

聞く」などの物忘れがあると言 摘されることがない場合は「いいえ」となります。

われますか



19

20

自分で電話番号を調べて、電話

をかけることをしていますか

今日が何月何日かわからない

時がありますか

何らかの方法で、自ら電話番号を調べて、電話をかけ

ているかどうかを尋ねています。誰かに電話番号を尋

ねて電話をかける場合や、誰かにダイヤルをしてもらい

会話だけする場合には「いいえ」となります。

今日が何月何日かわからない時があるかどうかを、本

人の主観に基づき回答して下さい。月と日の一方しか

分からない場合には「はい」となります。

21～25までに質問項目はうつについて尋ねています。

21

22

23

24

25

（ここ2週間）毎日の生活に充実

感がない

（ここ2週間）これまで楽しんで

やれていたことが楽しめなくなっ

た

（ここ2週間）以前は楽に出来て

いたことが今ではおっくうに感じ

られる

（ここ2週間）自分が役に立つ人

間だと思えない

（ここ2週間）わけもなく疲れたよ

うな感じがする

ここ2週間の状況を、本人の主観に基づき回答して下さ

い。
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